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○ 大学の概要

（１）現況
① 大学名：北海道教育大学
② 所在地：札幌校････北海道札幌市

函館校････北海道函館市
旭川校････北海道旭川市
釧路校････北海道釧路市
岩見沢校･･北海道岩見沢市

③ 学長名：村山紀昭（平成１６年４月１日～平成１７年８月２６日）
理事数：４人
監事数：２人（非常勤１人を含む）

④ 学部等の構成：教育学部、教育学研究科、特殊教育特別専攻科、養護教諭特別
別科、附属小学校、附属中学校、附属養護学校、附属幼稚園

⑤ 学生数及び教職員数
学生数（学部 ：5,294人）
学生数（研究科 ：370人）
学生数（特殊教育特別専攻科 ：18人）
学生数（養護教諭特別別科 ：24人 学生数計：5,706人）
児童数（附属小学校 ：1,917人）
生徒数（附属中学校 ：1,452人）
生徒数（附属養護学校 ：62人）
園児数（附属幼稚園 ：177人 児童・生徒・園児数計：3,608人）
教員数（大学 ：417人）
教員数（附属小学校 ：68人）
教員数（附属中学校 ：68人）
教員数（附属養護学校 ：31人）
教員数（附属幼稚園 ：10人）
職員数：228人 教職員数計：822人

（２）大学の基本的な目標等
２１世紀に入って日本の国立大学は、国際的水準の視点から教育研究を高度化・

活性化し、国民の負託に応えることが強く求められている。その中で、北海道教育
大学は、教員養成と地域人材養成に関する国民と北海道民の期待に一層積極的に応
えるために、大学の基本的な理念と目標を自ら定め、これに基づいて不断に改革の
実を挙げる。

○ 北海道教育大学の基本理念
・学術の中心として、教育及び人間に関する理論と実践を核に専門的学芸の絶えざる
研鑽と発展を図り、時代と社会の切実な要請と国民の負託に積極的に応える。

・広く深い専門的学芸の教授と、教育及び人間の実際に関する実践的指導力の涵養と
によって、学習主体者としての学生の自発的な学習を積極的に開発し、義務教育諸

、 、 、学校の教員をはじめとして 豊かな人間性をそなえ 創造的に課題解決に取り組み
地域社会で意欲的に活躍できる人材を育成する。

・北海道内唯一の総合的な教員養成・研修機関として、また学際的・文化的な分野に
関して特色を有する高等教育機関として、北海道内の国立大学等と連携しつつ固有
の役割を果たす。

・広大な北海道の主要中核諸都市にキャンパスを有する体制を最大限生かし、北海道
全域にわたって地域の教育と文化の振興に貢献する。

北海道教育大学
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全 体 的 な 状 況

（人間発達専攻、国際文化・協力専攻、情報科学専攻、地域創生専攻、環境科学専攻）【大学再編及び学長のリーダーシップ】

教員養成と地域人材養成に対する国民と北海道民の期待に一層積極的に応えるために ◇芸術課程（岩見沢校）、
中長期的な展望を踏まえながら大学の現状を厳しく見直し、大学創設以来の改革を行う 北海道から新たなアートシーンを発信するため、従来の芸術指導の枠にとらわれな
こととし、平成１５年度に「北海道教育大学将来構想基本方針」を決定した。 い自由な芸術創造活動を可能とする「芸術プロジェクト」を導入し、諸芸術分野につ

これまで道内主要５都市（札幌市、函館市、旭川市、釧路市、岩見沢市）にキャンパ いての実践的、理論的探究を通して、広い視野と高い専門能力とを培い、各自が展開
スを設置し、いずれのキャンパスも小規模な教員養成と教員免許を必須としない新課程 する芸術活動を通して、地域社会における様々な文化・芸術シーンを演出できる人材
を併存させていたが、教員養成を３キャンパス（札幌校、旭川校、釧路校）に、新課程 を育成する
を２キャンパス（函館校、岩見沢校）にそれぞれ集約再編し、各キャンパスにおける人 （音楽コース、美術コース、芸術文化コース）
材養成を明確に区分すると同時に、教育の特色化、重点化を図ることとした。

特に、平成１６年度に国立大学法人として発足するに当たり 「これまでの分校体制を ◇スポーツ教育課程（岩見沢校）、
見直し、機能性と統合性を併せ持つ教育・研究組織に再編する」ことを中期計画、年度 北海道における高度の専門的スポーツ指導者並びに地域社会のスポーツ振興を担う

、 、計画において明記するとともに、再編実施の具体的方策として「北海道教育大学再編基 指導者育成機関として スポーツ指導の実践に求められる適切なプログラムを設定し
本計画」を策定、公表し、平成１６年度は、再編実施のための具体的な実施体制作りに スポーツの指導・支援に関わる人材を養成する。
全力を傾注した。 （スポーツ教育コース）

〔参考：資料編１〕 〔参考：資料編２〕

○ 大学再編の具体的内容 ２）人事計画
各キャンパスの新しい教育組織とその専門分野にふさわしい教員組織を作り上げる

「北海道教育大学再編基本計画」では、特に次の２点について策定した。 ためには、教員の専門分野を生かす現教員のキャンパス間の移動が不可欠である。こ
のため、人事の基本計画を策定し、全教員に対して、再編基本計画及び人事計画の基

１）教育組織 本方針について理解してもらうとともに、教員再配置に係る意向調査を実施し、平成
既存の７つの課程（学校教育教員養成課程、養護教諭養成課程、生涯教育課程、国 １８年度の再編初年度における教員組織の整備、及びその後の学年進行に合わせた完

際理解教育課程、芸術文化課程、地域環境教育課程、情報社会教育課程）を教員養成 成年次までの教員配置の基本的枠組みを決定した。その結果、約１００人の教員の移
課程、人間地域科学課程、芸術課程及びスポーツ教育課程の４つの課程に改組する。 動を決定した。
これらの教育課程編成の考え方は、以下に示すとおりである。

〔参考：資料編３〕
◇教員養成課程（札幌校、旭川校、釧路校）

３キャンパスにそれぞれ特色を持たせた専攻を設置するとともに、キャンパス共通
のコア・カリキュラムにより本学の教員養成の基本部分を確立し、教育実習をはじめ ○ 大学再編における学長のリーダーシップ
とした体験的学習の充実や学校現場との連携を推進し、それぞれのキャンパスが特色
を持ちながら全体として北海道の教育に貢献するため、連携して質の高い教員の養成 北海道教育大学として、現行の５キャンパスを、それぞれに小規模な教員養成と新課
を行う。これらの組織により、現代的課題に柔軟に対応することができる実践的指導 程を維持していくことは、これからの大学として時代のニーズや社会の要請に応えてい
力を有する教員を養成する。 くことは困難であることから、再編により改革を進めることとした。

札幌校：教育臨床専攻、特別支援教育専攻、養護教育専攻、総合学習開発専攻、 旧師範学校時代も含め、１００年以上の伝統を持つ道内各地域毎に分散して行ってき
、 、 。 、基礎学習開発専攻 た教員養成を見直すことは 各自治体 地元等の理解と協力が不可欠である このため

旭川校：教育発達専攻、国語教育専攻、英語教育専攻、社会科教育専攻、数学教 学長自らがねばり強く議論を重ねた結果、理解を得ることができ、大学に対する更なる
育専攻、理科教育専攻、生活・技術教育専攻、芸術・保健体育教育専攻 支援体制を構築できた。

釧路校：地域学校教育専攻、地域教育開発専攻、学校カリキュラム開発専攻 また、学内の合意形成においては、教員個々人が大学再編の理念を理解し、当事者意
識を持つことはもちろんのこと、キャンパス機能集約のために、大幅な人事異動を伴う

◇人間地域科学課程（函館校） ことから、再編完成年度までの人事計画を策定した。
人間科学と地域科学という２つの複合的学問分野を基礎に 両者の手法を融合して 学長の強力なリーダーシップのもと、これらの多くの困難な課題を克服し、大学創設、 、

人間及び地域の諸問題を追究するため 創造的で豊かな感性 専門分野に関する知識 以来の大改革を行い、中期計画を果断に実行していくための基盤が整った。、 、 、
そして広い教養を身につけさせ、人間と国際社会に深い理解と愛情を持ち、地域社会 なお、大学再編の具体的方策を検討するに当たり、学長を本部長とする再編実施本部
に貢献できる人材を養成する。

北海道教育大学
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を設置し、学長は各理事を各課程の設置準備室の責任者として任命し、カリキュラム 加えて、本学５キャンパスの特性を活用した北海道の地域特性を最大限に生かすた
編成、教育組織編成、入学試験、教員配置など山積する諸課題を迅速に遂行した。 めに、遠隔授業の充実に取り組んだ。

また、岩見沢キャンパスに芸術・スポーツ系を集約することを実現するためには、 学生への支援に関しては、修学及び生活全般を支援するために「オフィスアワー」
設備などの整備が不可欠であることから、岩見沢市や関係機関に協力要請を行い、は を全学的に実施するとともに「何でも相談室」の設置・拡充など指導・助言体制の整
まなす教育情報化推進機構から３億円の財政支援を受けた。 備に努めた。

ＦＤ活動については、新任教員研修会でこれまでの教育指導の経験や赴任前の大学
○ 業務運営体制の改善及び予算の効率的な執行における学長のリーダーシップ でのＦＤ活動の報告を基に討論を行った。また学長裁量経費の一部を教育研究改善推

進費として活用し、各キャンパスでのＦＤ活動の推進と充実を図った。
１）業務運営体制の改善 また入試は、再編を機に教員養成課程では、同一キャンパス内の複数志望のほか、

従来６０以上あった委員会等についてその必要性を吟味し、抜本的に改め、学長 受験地の弾力化や釧路校での地域指定推薦入学及び芸術課程の一部でのＡＯ入試の導
の下に各理事をチーフに特別補佐等を置いた①教育改革室、②大学計画評価室、③ 入を決定した。また大学院では現職教員を対象に特別選抜を実施することとした。
学術研究推進室、④国際交流・協力室、⑤地域連携推進室、⑥広報企画室、⑦情報 大学院教育に関しては、北海道の地域特性に鑑み北見市にサテライトキャンパスを
システム管理室を設置し、企画・立案機能を強化するとともに、効果的・機動的な 設置し、新たに１０名の大学院生を受け入れた。さらに、札幌市内にもサテライトキ
意思決定システムを確立した。 ャンパスを設置し、その充実を図った。

また、各室の構成員には事務職員も加え、事務職員の大学運営への積極的な参画
〔参考：資料編６、７〕方針をとった。

〔参考：資料編４〕
２）研究に関する取組
研究経費の配分額に当たっては、基本額（２７０千円）を定めて一律配分するほか

２）予算の効率的な執行 は、学術研究推進室において、研究、教育、社会貢献、学内貢献の各項目ごとに 評価
国立大学の法人化に伴い大学の裁量が大幅に拡大されることを踏まえ 学長の下 を行い、競争的な配分を実施した。また、従来の学長裁量経費を「学術研究推進室経、 、

「法人化後における大学経営の当初方針」を策定し、予算の増収、予算の削減、予 費」として「共同研究推進経費 「若手教員研究支援経費 「研究推進重点設備費」」、 」、
算の重点化のための大学としての基本方針を定めた。それに基づき大学全体で予算 に分けて、学内公募し、学術研究推進室が審査の上採択配分することとした。特に、
の効率的な執行を図ると同時に、１２月末における予算執行状況を調査、執行残額 教育現場に生起する諸課題を「教育最前線」ととらえ、学際的分野の諸課題に関して
に対する計画を提出させ、その内容を精査し、効率的な執行に努めた。その結果、 は今年度は、平成１８年度からの大学再編に係る新しいカリキュラム編成及び再編と
管理経費の節減、収入の増額と併せて２億円強を繰り越すこととなった。 の関係を考慮して「北海道学の創出」とくくって公募した。この結果、平成１６年度

また、事務局に「業務見直し検討会」及び 「管理的経費抑制プロジェクト会議」 に学内で支援した研究のうちから５件が平成１７年度科学研究費に採択されるなど、、
を設置し、既定経費の全面的見直し、予算執行上の適正な把握などを行うことによ 大きな成果を上げた。
り、大幅な削減等を図った。 「共同研究推進経費 （応募件数１４件、採択１０件）」

「若手教員研究支援経費 （応募件数２６件、採択２０件）」
「研究推進重点設備費 （応募件数１２件、採択７件）〔参考：資料編５〕 」

〔参考：資料編８〕
【各項目別のポイント】

○ 教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための取組 ３）その他の取組
・社会貢献・地域連携推進

１）教育に関する取組 北海道全域の教育と文化に関わる地域貢献を推進するため、地域社会との連携・
教育の理念、科目群の構成、開設科目等の検討を行い 「北海道教育大学再編に伴 協力、社会サービス等に関する取組を行った。、

うカリキュラム編成の基本方針」を策定して再編後のカリキュラムの基本方針を定 これらの取組は、以下に示すとおりである。
めた。また、北海道で教師や地域を担う人材として活躍するために、必須の知識を
与えるため 「北海道スタディズ」や「アイヌ語・アイヌ文化」に関する科目を全学 ◇自治体及び企業との連携協力協定、
的に開設することとした。さらに、実践的教員養成を行うため、学校ボランティア 地域貢献を目指す本学としては、各自治体との連携協力は不可欠である。このた
等、多様な児童・生徒とのふれあいを重視した体制を整備し、へき地教育実習に向 め各キャンパス所在地及び周辺市町（６市９町）と協力協定を締結し、相互に連携
けての全学的検討を開始するとともに、教育力を向上させるためにＧＰＡ（成績平 協力できる体制を整えた。
均値制度）やＣＡＰ制（履修単位の上限設定）の導入を決定し、そのための具体的 また、北洋銀行、電通北海道、日本国際協力センター（ＪＩＣＥ）など民間企業
な制度設計を行った。 等とも協力協定を締結した。これに基づき、北洋銀行は附属中学校における金融教
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育、現職教員のための起業家教育セミナーを、電通北海道からは広報アドバイザー 学教授及び退職教員 、ガイドブック・教材開発のための短期専門家９名（本学教授）
の派遣や大学広報について全面的な協力を得た。さらには、JＩＣＥとは、交流人事 及び退職教員）をエジプトに派遣した。
を行うなど、これまでにない協力関係を築いた。 さらには本学長年の懸案であった「北海道教育大学国際交流・協力センター」を

平成１７年度に設置することとし、ＪＩＣＥ職員の配置を決定した。
加えて 国際感覚の涵養及び異文化理解を深めるための事業として、小中高の現〔参考：資料編９、１０、１１、１２〕 、

職教員をカナダ国サイモンフレーザー大学へ派遣した。これは全道的に希望者を募
◇北海道地域教育連携推進協議会等における共同事業 集し、本年度は全道各地から１１名の現職教員の参加が得られた。

本学、北海道教育委員会及び札幌市教育委員会等が地域教育連携事業等に係る調
〔参考：資料編１７〕査検討及び実施に関する協議を行うため設置した「北海道地域教育連携推進協議会」

を通して北海道の地域教育に関して様々な取組を実施した。平成１６年度は、１８
、 。件のプロジェクトを実施し その成果については地域教育フォーラム等で公表した

また、北海道教育委員会とは連携に関する覚書に基づいて、北海道における教育全 ・附属学校について
般についての研究等に協力している。 大学と緊密な連携をとりつつ、年度計画に沿って、新しい教育の在り方等を考え

る「研究推進連絡協議会 （仮称 」設置に向けた取組、大学教員との共同研究、大）
学教員の附属学校での所謂出前授業、教育実習体系化への参画、近隣地域の公立学〔参考：資料編１３、１４〕
校及び教育委員会や教育センター等と連携した教育研究及び教育支援、現職教員の
研修受け入れ、等の各種の活動、事業を行った。

◇公開講座の実施
従来、一般公開講座と免許法認定講座のみを開設していたが、平成１６年度から ・附属図書館について

新しく、授業公開講座、高大連携講座を開設した。授業公開講座では、一度申し込 附属図書館においては、①シラバス掲載図書の整備・充実、②学内の教育研究成
めば、その年度内には、道内５キャンパスのいずれのキャンパスでの授業も受講で 果出版物の電子化を含む集中管理による情報発信、③通年開館による利用者サービ
きるよう、受講者の便を図るように方策を講じた。 スの向上、④北海道地区大学図書館相互利用サービス加盟による図書館ネットワー

クの充実、⑤公共図書館との地域連携等を実施した。本学では附属図書館を、教育
支援、研究支援に必須の施設として位置付け、今後とも充実発展に積極的に努めて〔参考：資料編１５〕
いくこととした。

◇１０年経験者研修の実施 ○ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための取組
平成１６年度から、北海道教育委員会との連携の下 「１０年経験者研修」を、、

札幌及び岩見沢キャンパスにおいて実施した。各受講者の課題解決などに役立つよ １）教職員の人事の適正化・活性化に関する取組
う、少人数ゼミ形式による大学院レベルの専門的な内容を中心に、５日間で、約３ 社会貢献等を加味した総合的な業績評価を導入した、新しい「教員選考基準」を
００人の参加があった。また、札幌市教育委員会との連携による同研修では、３日 制定した。
間で延べ７００人の参加があった。両研修とも、教員の資質の向上と専門的力量を また、教員養成に当たって教育現場の実体験と実践的指導力を持つ人材活用を図
高める上で、非常に高い評価を得た。 るため、北海道教育委員会と人事交流協定を締結し、平成１６年度には１名の教授

を任期付きの人事交流として実施した。同様に平成１７年度にはさらに２名の教授
◇文部科学省の２か年事業である「道徳教育の充実のための教員養成学部等との連 の人事交流を実現している。

」 『「 」 』 、携研究事業 として 北国の生き方にひびく 道徳教育の基礎的研究 を実施し
〔参考：資料編１８〕その研究結果をホームページ上で公開することとし、道内の小中学校にポスターを

送付して授業で積極的に活用されるよう取り組んだ。

２）事務等の効率化・合理化に関する取組〔参考：資料編１６〕
大学全体の事務組織を一体化し、機能的かつ合理的な組織とするため、附属図書

館及び各校の事務部を事務局長の下に置いた。また、横断的かつ柔軟性のある業務
・国際交流・協力について 遂行を行うため、組織の最小単位を「係」から、２～３統合させたグループ制に改

国際交流・国際協力事業である、ＪＩＣＡ「エジプト小学校理数科教育改善」事 めた。
業について、２年目のプロジェクトを行った。５０名に及ぶプロジェクト会議を組

〔参考：資料編１９〕織し、エジプト小学校理数科に関する教師用ガイドブックの全面改定、エジプト国
からの研修員の受け入れ等を実施した。

また、道教育委員会の協力を得て、チームリーダー１名（本学教授）長期専門家
２名 道教育委員会の協力による現職教員 理科及び算数教育の短期専門家９名 本（ ）、 （
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○ 財務内容の改善に関する目標を達成するための取組

１）外部研究資金その他の自己収入の増加に関する取組
科学研究費補助金及び公募助成金事業等への申請を積極的に奨励した。科学研究

費については、学術研究推進室内に科学研究費補助金獲得のためのチームを作り、
全教員に対する説明会、体験発表会等を行うなど科学研究費補助金申請を促進する
ため環境を整えた。その結果、申請件数、採択件数、採択金額ともかなりの伸張が

。 、 。 、みられた なお 平成１７年度からは原則全教員が申請することとしている また
その他の公募型研究助成金申請に関しては、それぞれ、学長の下に置かれた各室が
申請チームを編成して申請に当たった。その結果、採択金額においてかなりの伸張
がみられた。

２）経費の抑制に関する取組
管理的経費の縮減を図るため 「管理的経費抑制プロジェクト会議」を設置し、光、

熱水料、電話料等の管理的経費の縮減、抑制の方法について具体的な調査・検討を
行い、大幅な経費の縮減につながった。さらに 「業務見直し検討会」を設置し、効、
率的な業務実施に向けて、検討を開始した。これらの結果、平成１６年度において
は当初の見込みより光熱水料、電話料、複写機・刊行物等において、約２４，００
０千円の節減、合理化を図ることができた。

○ 自己点検・評価に関する目標を達成するための取組

大学計画評価室を設置し、大学の評価全般に対する体制作りを行った 「目標管理。
について」を定め、ＰＤＣＡの管理サイクルに則って、中期目標、中期計画、年度
計画を全学を挙げて体系的に達成するシステムとした 「目標管理について」は、中。
期目標期間中における重点課題を学長方針として全教職員に明示するとともに、部
局間の連携を徹底し、全学的な点検・評価をＰＤＣＡサイクルとして展開するもの
である。

〔参考：資料編２０〕

○ 情報等の公開に関する目標を達成するための取組

広報企画室が中心となり、役員会の議決事項、経営協議会の審議事項等、学外に
対 する大学の情報提供や学外有識者との対談等を本学ホームページで公開して、社
会に開かれた大学運営を図った。

また、平成１８年度の大学再編について「大学案内」を作成し、全学教職員が分
、 、 、 、担し 道内の各高等学校を再三訪問し 再編のねらい 内容等を説明するとともに

受験生の疑問に対して積極的に応ずるなど精力的な広報活動に努めている。



- 6 -

項 目 別 の 状 況

大学の教育研究等の質の向上Ⅰ
１ 教育に関する目標
（１）教育の成果に関する目標

【学士課程】
① 現代の教育課題に応えて、豊かな人間性、確かな実践的指導力及び地域・保護者などとの人間中

関係調整能力等を育成する。
、 、 。期 ② 北海道の地域特性を生かし へき地・小規模校教育 環境教育などを担いうる能力を養成する

、 、 、 、③ 生涯教育 国際理解教育 地域環境教育 情報社会教育及び芸術文化教育の一層の充実を図り
地域社会の担い手となるべき能力を形成する。目

④ 職業意識を醸成するため、キャリア教育やインターンシップの拡充を図る。
【修士課程】標
① 研究成果に基づき、現代の教育課題に応える高度の実践的指導力及びカウンセリング能力など

専門的な職業能力を育成する。
② 教育現場において指導的役割を果たす人材を養成する。

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

【学士課程】 ● 教養教育の現状と課題を明確 ・平成１８年度再編実施に向けて、再編実施本部において「再編に伴うカリ
① 教養教育の成果に関する具体 にする。 キュラム編成の基本方針 （以下 「カリキュラム基本方針 ）を策定し、」 、 」

的目標の設定 教養教育の現状と課題を明らかにした。
○ 教養教育の理念を明確にし、 ・各キャンパスごとに教養科目の開設数増加に取り組んだ。

現代的課題(コンピュータ・リ
テラシー、英語によるコミュニ

、 、ケーション能力等)に応えうる ● 教養教育の理念を確立し、そ ・大学再編に伴い 教養教育の理念・科目群の構成・開設科目の検討を行い
豊かな人間性を形成する。この の特色を明確にする。 「カリキュラム基本方針」を策定して、教養科目を含む履修基準（案）を
ため、平成１８年度入学者から 作成し、全学共通の教養教育の理念を確立し、その特色を明確にした 「地。

」 「 」 。新教養カリキュラムを実施す 域学科目群 や 人間・子ども理解に関する科目群 等の開設を決定した
る。

② 専門教育の成果に関する具体 ● 教員養成学部としての専門教 ・ カリキュラム基本方針」において教員養成学部としての専門教育の理念「
的目標の設定 育の理念と特色を明確にする。 と特色を明確にし、それに基づき大学再編を見据えたカリキュラム設計を

○ 教員としての資質を育成する 行った 「ボランティア論 「総合学習実践論 「体験学習論」など、実。 」、 」、
ために、教育科学、教科教育と 践的・体験的科目を設定した。
教科専門の理論と教育現場にお
ける教育実践との有機的な結合

、 。を図り 教育内容を充実させる

○ 社会や教育現場での実習や学 ● 理論的・基礎的な能力の育成 ・再編実施後の各専攻の教育ミッションを策定した。
校支援ボランティア等を体験さ に加えて、実践的な能力を育成 ・ カリキュラム基本方針」では、教育実習の拡充と体系化を行い、それら「
せることで、教育相談やカウン するための教育ミッションを作 を補完するものとして、新たに教育実践に係わる科目を開設することとし
セリングの基礎的な能力を含む 成する。 た。
実践的能力を獲得させる。

● 教育実習・実践関連カリキュ ・再編に合わせ実践的なカリキュラムの導入を決定した。
ラムの実施運営体制を確立す ・再編実施本部の下に新教育組織に対応した再編準備室を設置し、カリキュ
る。 ラムの実施運営体制について検討した。

● 教育実習や学校ボランティア ・再編後の新カリキュラムの中で教育実践フィールド科目を導入し、教育実
活動等の体系化を図る。 習や学校ボランティア活動等の体系化を図った。教育実践フィールド科目

を「教育フィールド研究 「教育実践論 「教育実習」の三層の有機的・」、 」、
体系的な構成とし、実施することとした。

○ へき地・小規模校教育への理 ● へき地教育研究センターが中 ・へき地教育研究センターが中心となり、へき地・小規模校教育の意義を明
解を深め、実践現場を体験させ 心となり、へき地・小規模校教 確にするとともに、へき地・小規模校での教育実習の実施案を検討した。

北海道教育大学
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ることで、地域に生きる教員と 育の意義を明確にするととも ・再編後の教養科目にへき地教育関係科目を開設することを決定した。新た
しての意識を形成する。 に、へき地・小規模校での教育 に教養科目に「へき地教育論 、教育実習に「へき地教育実習（選択 」を」 ）

実習の実施案を検討する。 開設することとした。

○ 地域における芸術文化 環境 ● 再編に伴う教養系課程の理念 ・ カリキュラム基本方針」を策定し、教養系課程である人間地域科学、芸、 、 「
、 （ ）情報、国際交流、生涯教育等の を確立し、その特色を明確にす 術及びスポーツ教育課程における理念及び特色を明確にし 履修基準 案

担い手及び市民生活における教 る。 を作成した。
育的指導者など地域活性化に資
する力量を身につけさせる。

○ 研究課題の指導を通して、課 （17年度以降に実施するため、16
題の設定や実践的な能力（知識 年度は年度計画なし）
の総合、関連情報の収集、プレ
ゼンテーション等)の育成を図
る。

③ 卒業後の進路等に関する具体 ● キャリア教育とインターンシ ・全国の大学のキャリア教育とインターンシップの取組状況を調査し、関係
的目標の設定 ップの取組の状況と課題を整理 機関との連携強化、教員としての就職指導意識を高める等の課題を整理し

○ 学生に対し職業意識を養い、 する。 た。
進路指導を充実させるため、キ ・東京アカデミーと連携し、さらに道内企業十数社と学生の受入に関する懇
ャリア教育(エクステンション 談会を開催し、情報を収集した。
講座を含む)を順次実施するほ
か、インターンシップの拡充も
図る。これらにより就職率の着
実な向上を目指す。

、【修士課程】 ● 大学院の教育課程に関する、 ・平成１６年度修了生を対象に大学院教育に関するアンケート調査を実施し
大学院教育の成果に関する具体的 修了生・在学生を対象とした調 大学院生室の確保など施設整備やパソコンの整備・充実などの改善課題が
目標の設定 査を行う。 明らかとなった。
○ 新たに発足させた学校臨床心

理専攻の成果を踏まえ、教育現
場の課題に応える実践的な指導
力を養成するため、臨床的教育
の充実を図る。

○ 教育科学諸分野並びに科学･ （17年度以降に実施するため、16
芸術に関する研究成果をもと 年度は年度計画なし）
に、より専門的な教育的指導力
を育成する。

○ 現職教員に対する多様な再教 ● 現職教員に対する多様な教育 ・大学院学生募集要項、大学院説明会及びホームページで昼夜開講及び長期
育・研修の機会を提供するため ・研修の機会の提供として、昼 履修学生制度の制度概要について公表した他、入学時に掲示及びガイダン
に、長期履修制度などの推進の 夜開講を周知徹底するととも スで制度の説明を行う等して周知した。
ほか サテライトの設置を図る に、長期履修学生制度を推進す、 。

る。

● サテライトキャンパスでの平 ・北見市及び札幌市において、平成１７年度に大学院サテライトキャンパス
成１７年度講義開設のため、札 を設置することを決定した。なお、北見市の大学院サテライトキャンパス
幌市中心部及び全道主要都市で では、平成１７年度入学者特別選抜を行い、１０名の現職教員の受入を決
のサテライト設置の可能性を検 定した。
討する。 ・道東圏の大学院サテライトキャンパス設置計画の検討を開始した。

北海道教育大学
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（２）教育内容等に関する目標

【学士課程】
① 基本理念に即したアドミッション・ポリシーに基づく学生受け入れの方策を適切に講じる。中
② カリキュラム、入試等に関して大学の教育システムの全学的な統一性を図る。
③ 学生の自主的で創造的な学習を促すために、それに相応しい授業設計を行うとともに、学生支期

援システムと学習環境を整える。
④ 学習意欲や学習姿勢の改善につながる成績評価を行う。目
⑤ 国内の大学と大学教育上の種々の連携を追求する。
【修士課程】標
① 基本理念に即したアドミッション・ポリシーに基づき、学生受け入れの方策を適切に講じる。
② 教育理念及び教育現場に生起する諸課題に応える、専門的な教育内容・方法を追求する。

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

【学士課程】 ● アドミッション・ポリシーに ・再編後のアドミッション・ポリシーについて素案を作成し、同時に入学者
① アドミッション・ポリシーに 基づく学生の募集方法や再編に 選抜要項の検討を行った。

応じた入学者選抜を実現するた 伴う平成１９年度以降の入試方 ・平成１９年度以降の入試方法については、平成１８年度の入試方法を大筋
めの具体的方策 法を検討する。 で継承するという方針を決定した。

○ 求める学生像、学生募集方法
や入試方法等を検討し、アドミ
ッション・ポリシー に基づく ● 基礎学力確保の観点から、平 ・基礎学力確保の観点から、平成１７年度入学者から大学入試センター試験
学生の募集方法、入試方法等を 成１７年度入学者から大学入試 ５教科７科目を実施した。
委員会等で研究し、点検及び改 センター試験利用教科科目を５
善に努める。 教科７科目とする。

○ 入試パンフレットの工夫、大 ● 入試広報用パンフレット等の ・大学案内とともに新たに大学案内リーフレットを作成し、活用した。
学説明会等のきめ細かな実施、 工夫、大学進学説明会等のきめ ・各種の大学進学説明会や再編計画説明のための高校訪問を実施した。
インターネットの活用などによ 細かな実施、ホームページの入 ・オープンキャンパスを各キャンパスで実施した。
り入試広報の充実を図る。 試情報の充実を図る。 ・北海道進学コンソーシアム実施委員会に参画し、名古屋市において大学説

明会を行った。
・大学入試に関するホームページの充実を行った。
・再編計画パンフレットを作成、活用した。

② 教育理念等に応じた教育課程 ● 課題意識形成期間の在り方を ・卒業生アンケート調査により、モラトリアム期間への評価を求めたほか、
を編成するための具体的な方策 含め、カリキュラムの現状把握 カリキュラムの現状と課題を明らかにした上で「カリキュラム基本方針」

○ １年次教育をより充実し、共 と課題を明確にする。 を策定し、大学再編に伴う新たな教育理念に基づくカリキュラムの基本設
通する科目及び様々な教育体験 計を行った。
とその理論化を可能とするモデ ・地域学科目群、人間・子ども理解に関する科目群、大学入門科目群、現代
ル・カリキュラムを作る。 を読み解く科目群を設定し、トータルで具体的な課題意識を形成できるよ

うにした。

● 新たに設定された全学共通科 ・ カリキュラム基本方針」に基づき、北海道の地理に関する「北海道スタ「
目として、北海道に関する授 ディズ」を全学共通科目として平成１７年度から設定し、双方向遠隔授業
業科目等の開設を図る。 システムにより各校で配信、受信することができるようにした。各校も、

それぞれの特色を生かした「北海道スタディズ」を平成１７年度から開設
することにした。

③ 授業形態、学習指導法等に関 （17年度から実施のため、16年度
する具体的な方策 は年度計画なし）

○ 学生の主体的取組を促す参加
型授業の充実を図る。

④ 適切な成績評価等の実施に関 ● ＧＰＡ（成績平均値制度)、 ・ＧＰＡ、ＣＡＰ制の導入に向けての素案を作成し 「学生の学習及び成績、
する具体的な方策 ＣＡＰ制(履修単位の上限設定) 評価等に関するルール」として導入方法等のルールを確定した。また、今

○ 単位制度に準拠した授業設計 の導入に向けて諸課題を整理す 後必要となる条件整備・課題等についても整理した。
に取り組み、厳正な成績評価の る。
実施と成績平均値制度(ＧＰＡ)
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を採用する また ＣＡＰ制(履。 、
修単位の上限設定)について検

討を進め実施する。

⑤ 国内の大学と大学教育上の種 （17年度から実施のため、16年度
々の連携に関する具体的な方策 は年度計画なし）

○ 道内道外の大学との交流と連
携を深め、教育内容の多様化を
図る。

【修士課程】 ● 大学院研究科のアドミッショ ・既に確立している大学院研究科のアドミッション・ポリシーを継承するこ
① アドミッション・ポリシーに ン・ポリシーを確立し、大学院 とを確認し、一層の周知徹底を図った。

応じた入学者選抜を実現するた 入学者選抜方法の課題を明らか ・現職教員の特例措置（一部専門試験の免除）や受験機会の複数化（前期日
めの具体的方策 にする。 程・後期日程の実施）を検討し、それに伴う措置を実施し、入学者数の増

○ アドミッション・ポリシーに 加を図った。
基づき、教育現場の課題に関心
を持ち、指導的な役割を果たし ● 長期履修学生制度の周知徹 ・大学院学生募集要項、ホームページ、大学院説明会等で周知を図った他、
うる学生の確保に努める。 底、現職教員への特例措置を継 入学手続き時に個別相談を実施した。

続する。 ・現職教員の特例措置を継続するとともに、現職教員に高専教員も含めるこ
ととした。

● 受験機会の複数化の実現と入 ・平成１７年度から入学定員を前期・後期に分割し、受験機会を増やすとと
試制度の多様化を図る。 もに、北見サテライトを開設して特別選抜を実施した。その結果、大幅に

受験者数を増やすことができた。

② 教育理念等に応じた教育課程 （17年度以降に実施するため、16
を編成するための具体的な方策 年度は年度計画なし）

○ 附属学校をはじめ小・中・高
等学校との連携で、実践的な教
育・研究指導を行う。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（３）教育の実施体制等に関する目標

① 教育研究の理念、目標に沿って、教職員の適切な配置を図る。
② 教育に必要な設備、図書館、情報ネットワークの整備を図る。中
③ 学生による授業評価の成果を授業改善とカリキュラム改革に生かすとともに、大学教育改善に

関する教員の教授能力向上(ファカルティ・ディベロップメント：ＦＤ)を継続的に進め、全教員期
による大学教育改善の取組を強化する。

④ 北海道内の現職教員に対する再教育の課題に応えるため、大学院教育の充実発展を図り、遠隔目
教育等のより積極的な活用を追求する。将来の必須の課題として、博士課程の設置を目指す。

標

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

① 適切な教職員配置等に関する ● 本学の改革に合わせて、教育 ・大学の再編の基本方針、教育組織の理念・特徴、規模を定めた「北海道教
具体的方策 組織の在り方に関する基本的考 育大学再編基本計画」を決定し、教員の再配置計画を策定した。
○ 教員の配置は、充実した教育 え方を明らかにする。そのため ・再編実施本部を設置し、教育課程の具体化及び教員組織の編成に着手し、

・指導体制を行うために、専門 の調査・研究作業に着手する。 教員の意向調査を行い、その結果、約１００名の教員の人事異動を決定し
領域のバランスを考慮し、弾力 た。
的な運用を行うとともに必要に
応じて教員組織の見直しを図
る。

② 教育に必要な設備、図書館、 ● 教育理念に則した収集方針の ・教育理念に則した収集方針の在り方を検討するため、利用者の分類別貸出
情報ネットワーク等の活用・整 在り方を検討するため、蔵書構 と分類別蔵書を統計処理した。
備の具体的方策 成の把握、分析を行う。

○ 学生の自主的で創造的な学習
を支援するために学術情報を系 ● 学生の自主的な学習支援のた ・学生の自主的な学習支援のため、シラバス掲載の参考図書の所在調査を行
統的に整備し、電子化すること め、シラバス掲載の参考図書の い、入手可能な図書をすべて購入し、参考図書の充実を図った。
により図書館の充実を図る。 充実を図る。

● 学術情報の系統的な整備に必 ・学術情報の系統的な整備に必要な予算を確保するため、他大学の状況をま
要な予算を確保するため、図書 とめた『大学図書館実態調査』等を分析し、図書館資料費の定率化（授業
館資料費の定率化を検討する。 賞収入に占める割合）について検討した。

○ ネットワーク環境の充実を図 （17年度から実施のため、16年度
り、学習支援環境を整備する。 は年度計画なし）

③ 教育活動の評価及び評価結果 ● これまで実施していた授業評 ・従前の授業評価を総括した。その結果、学生による授業評価に対するアン
を質の改善につなげるための具 価を総括し、授業改善に資する ケート結果が個々の授業改善に生かされているか、アンケートの設問が適
体的な方策 授業評価内容を立案する。 切であったか、などの問題点が明らかになった。それらの点を踏まえて、

○ 学生による授業評価を実施 授業評価内容の立案に着手した。
し、授業改善に反映する。

○ 教育実績に対する評価システ ● 教育実績の評価のための適切 ・競争的経費の配分や教員選考基準において教育実績がどのように位置づけ
ムを検討し、整備する。 な項目の検討を行う。 られているか検討した。

・全国教員養成系大学及び道内国立大学を対象に、教育実績に対する評価に
ついてアンケート調査を行い、その結果を整理した。すでに実施している
大学は少数であり、未検討や検討中の大学が大多数であった。今後とも継
続的に検討するとの結論に達した。

④ 教材、学習指導法等に関する （17年度から実施のため、16年度
研究開発及びＦＤに関する具体 は年度計画なし）
的方策

○ ＦＤ活動を充実するととも
に、ＦＤの企画・実施を行う全
学的組織を設置する。
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⑤ 全国共同教育、学内共同教育 ● 遠隔授業開設に関しての、現 ・双方向遠隔授業についてのアンケートを実施し 「双方向遠隔授業に関す、
に関する具体的方策 在の解決すべき課題を明らかに るアンケート集計結果報告」において検討すべき課題を整理した。

○ 遠隔授業システムの充実を図 する。 ・ 使いやすい双方向遠隔授業システム」実現のため、双方向遠隔授業支援「
り、双方向遠隔授業を一層推進 ガイドブックの作成に着手した。
する。

● 遠隔授業の増加のために、授 ・双方向遠隔授業についてのアンケートを実施し 「双方向遠隔授業に関す、
業者の利用上の諸課題を明らか るアンケート集計結果報告」において授業者が利用する上での課題を整理
にする。 した。

● 各校間で遠隔授業を用いたカ ・教養科目２科目を双方向遠隔授業システムにより開講することとした。
リキュラムを調整する。 ・全学的に遠隔授業を行うため、大学暦の統一、各校の時間割枠の調整を行

った。

⑥ 学部・研究科等の教育実施体 ● 博士課程設置準備に関する研 ・本学大学院修了者の進学動向調査を行った。
制に関する特記事項 究グループを組織し、全国教員

○ 博士課程設置に向けた調査を 養成大学大学院博士課程の実態
実施する。 把握調査、国内外からの入学者

に関するニーズ調査を行う。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（４）学生への支援に関する目標

① 学生の修学支援のため、指導・助言体制を整備する。
② 学生の生活上の相談や経済困難に対する生活支援の充実を図る。中
③ 学生の自立的な活動を支援する体制の充実を図る。

期

目

標

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

① 学生の修学支援に関する具体 ● 学生の修学及び生活全般への ・学生の修学及び生活全般への支援を行うため、大学教育情報システムの整
的方策 支援を行うため、大学教育情報 備計画を策定し、基幹システムの搬入・設置を完了した。

○ 大学教育情報システムによる システムの設計・運用調査を実
学生への統合ネットワーク環境 施し、システム構築計画を策定
を整備し、学生の修学及び生活 する。
全般への支援を行う。

○ 指導教員（アカデミック・ア ● オフィスアワーを全教員が実 ・オフィスアワーは全教員が実施した。
ドバイザー)制度とオフィスア 施するとともに、指導教員制度 ・ 学生の学習及び成績評価等に関するルール」で、ＧＰＡ制度、ＣＡＰ制「
ワー制度を全学的に実施し、一 に関し、現行制度の問題点と課 度の導入方法等のルールを確定し、この中で、オフィスアワー及び指導教
層の充実を図る。 題を明確にする。 員制度についてもルールを確立した。教育研究評議会において全学的に了

承を得た。

○ 学生便覧(履修案内)及びシラ ● 全学的に、全科目を対象とし ・全キャンパスのシラバス作成状況と公開方法の現況を整理し、全学全科目
バスの見直しを行い、学生に理 たシラバスを作成するととも のシラバス化の達成に向けて検討を開始した。
解され、利用しやすいものに改 に、新シラバスの公開システム
善する。 を開発し、学生用配布冊子（学

生便覧など）の構成を見直す。

② 生活相談・就職支援等に関す ● 各校の就職状況及び就職指導 ・就職状況と就職指導の現状を把握した結果、学生のキャリアへの意識の涵
、 。 、る具体的な方策 の現状とその課題を明らかにす 養の必要性 初動の時期の遅れなどの問題点を明らかにした これを受け

○ 就職相談室を設置しキャリア る。 次年度からキャリア・オーガナイザーを配置することとした。
アドバイザーを配置するととも
に、学生の学習履歴・希望を把
握し、学生に対する就職指導・
支援体制の充実を図る。また就
職情報システムを整備する。

○ 学生の生活上や健康面・心理 ● 学生相談に関する調査 学生 ・学生相談に関する調査を実施し、人権委員会等の各種相談機関間の有機的（ 、
的問題に関する相談態勢を整え 大学教員対象）を実施し、今後 な連携の必要性が明らかになった。
るため 「なんでも相談室」(窓 の学生相談・カウンセリング等 ・大学におけるカウンセリング実施状況について調査した。、
口)の設置をすすめ、学生の悩み の体制について検討する。
を解決するために支援を強化す
る。 ● 全学的な「何でも相談室」の ・全学的に学生の「何でも相談室」を順次設置することを図った。

設置等、カウンセリング体制の ・学生なんでも相談アドバイザーを置き、学生の相談に応じている。相談件
充実のための方策を検討する。 数は平成１５年度が９２件、平成１６年度が６０件であった。

○ セクシュアル・ハラスメント ● セクシュアル・ハラスメント ・卒業生と大学院生を対象としたアンケート調査を実施した。その結果、各
やアカデミック・ハラスメント やアカデミック・ハラスメント 種ハラスメントに対応する相談員の存在を知らない学生が４０パーセント
などの人権侵害の防止に関する など、学生の人権侵害に関する 強に昇ることが明らかになった。
教育・広報活動を推進し 「学 相談体制を徹底するため、教育 ・大学のホームページ等でセクシュアル・ハラスメントに関する説明・相談、
生の人権擁護に関する規程」に ・広報活動の強化を図り、人 員・相談方法等について周知等を図った。
基づく相談体制を強化する。 権侵害の防止に関するアンケー

ト調査を実施する。
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③ 経済的支援に関する具体的方 ● 新しい授業料免除等選考基準 ・新しい授業料免除等選考基準を制定し、それを適用して選考を行った。そ
策 を制定し、学生の修学にどのよ の結果、学生の修学に関し従前と比べて大きく影響を及ぼすもので

○ 学生の修学を財政的に支援す うな影響が生じたのかを明らか はないことが明らかとなった。
る制度を検討する。 にする。

、 、● 経済的な支援制度を検討す ・他大学における状況を調査し 大学が仲介し低金利での奨学資金貸与など
る。 メインバンクを活用した支援制度の検討を行った。

・日本学生支援機構に関わる奨学金返還免除の基準を設定した。

④ 学生の自立的な活動を高める ● 学生の自立的な活動を支援す ・ 北海道教育大学学生表彰規則」を制定し、表彰の基準を明確にした。「
具体的な方策 るために、表彰の対象とその基 ・２団体、５個人を表彰した。

○ 学生の自主的な研修、プロジ 準等についての検討を行う。
ェクト・行事等の活動の支援
と、優れた成果や実績に対する ● 学生の自主的な活動を支援す ・ チャレンジ・プロジェクト04」を実施し、応募１６件中５件を採択した。「
表彰をより充実したものとす る「チャレンジ・プロジェクト 本年度は、学内の枠を超え、広く地域に貢献するとともに社会人としての
る。 04」を実施する。 成長を目指した企画（ぞうけいひろば2004）に見られるような、積極的な

企画があった。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
２ 研究に関する目標
（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標

① 教育科学、教科教育と教科専門、大学と附属学校との緊密な連携による教育現場に立脚した専
門的研究の創成を追求する。中

② 北海道の教育実態に関わる種々の実際的な研究と政策提言を行い、北海道教育委員会及び地方
教育委員会との連携の中で全学的な研究課題として積極的に推進する。期

③ 研究を推進するために、各キャンパス間の教員集団の連携を図るほか、その成果の社会への還
元を積極的に進める。目

④ 北海道の地方自治体、公共・民間団体及び企業と連携した研究活動に取り組み、地域の総合的
な発展に寄与する。標

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

① 目指すべき研究の方向性 ● 教育現場や学際的分野の諸課 ・教育現場や学際的分野の研究課題を例示して、キャンパス間にまたがる共
○ 教育科学、教科教育、教科専 題を 共同研究により推進する 同研究等を公募するとともに、本学研究者総覧及び平成16年度の科学研究、 。

門と教育実践との結合により、 費補助金申請書を基に研究課題グループを学術研究推進室内で想定し、共
教育現場に生起する諸課題の研 同研究への応募を薦めた。応募された研究計画から 「研究成果の、教育、
究を、研究課題別グループを設 現場や地域への還元の可能性」という観点を重視して精査し、研究費を配
置し、推進する。 分してその研究を支援した。

● 教育現場に生起する諸課題を ・ 教育最前線」に重点を置いた共同研究を公募し、応募された研究計画か「
「教育最前線」ととらえて、研 ら 「研究成果の、教育現場や地域への還元の可能性」という観点を重視、
究する。 して 「 開かれた学校』実現の基盤に関する制度論的研究」に関わるもの、『

２件 「学内各分野の連携によるカリキュラム及び評価法開発」に関わる、
もの８件 「臨床教育学的子ども研究」に関わるもの１件 「教育相談、臨、 、

、 、 」床心理相談など教育心理学 健康科学 カウンセリング分野に関する研究
に関わるもの１件に対して研究費の配分を行い、その研究を支援した。

○ 学際的、文化的な分野におけ ● 学際的分野の諸課題を「北海 ・ 北海道学創出」に重点を置いた共同研究を公募し、応募された研究計画「
る地域の諸課題について研究を 道学の創出」ととらえて、研究 から 「研究成果の、教育現場や地域への還元の可能性」という観点を重、
推進する。 する。 視して 「環太平洋少数民族（アイヌ族を含む）の文化と教育」並びに「北、

海道中央部の大地を構成する大規模火砕流の岩石学及び年代学研究」の２
件に対して研究費の配分を行い、その研究を支援した。

② 大学として重点的に取り組む ● 「教育最前線」としてくくら ・以下の領域について研究グループを組織し、研究を進めた。
領域 れた研究課題へ対応するための ・ 開かれた学校』実現の基盤に関する制度論的研究」については、若手教「『

○ 全学的に取り組む領域 研究組織を作る。 員研究支援経費として2件のプロジェクトを採択した。
・ 生涯学習的視点に基づいた学 ・ 学内各分野の連携によるカリキュラム及び評価法開発｣については、共同「 「

力に関する研究 「 開かれた 研究推進経費として５件、また、若手教員研究支援経費としての3件のプロ」、『
学校』実現の基盤に関する制度 ジェクトを採択した。
論的研究」 ・｢へき地･複式･小規模校に対応したカリキュラム開発」については、平成１

・ 学内各分野の連携によるカリ ６年度から開始している。「
キュラム及び評価法開発｣、｢へ ・ 臨床教育学的子ども研究」については、１件のプロジェクトを採択した。「
き地･複式･小規模校に対応した ・ 教育相談、臨床心理相談など教育心理学、健康科学、カウンセリング分「
カリキュラム開発」 野に関する研究」については、研究推進重点設備費として、1件のプロジェ

・ 臨床教育学的子ども研究 教 クトを採択した。「 」、「
育相談、臨床心理相談など教育 ・ 現職教員のリカレント教育に対応するカリキュラムの開発・研究」につ「
心理学、健康科学、カウンセリ いては、地域連携推進室との協議によって実施することとした。
ング分野に関する研究」

・ 現職教員のリカレント教育に「
対応するカリキュラムの開発・
研究」

○ 教育研究の幅の広さを活かし ● 「北海道学の創出」としてく ・ 環北太平洋少数先住民族（アイヌ族を含む）の文化と教育」など、北海「
て取り組む領域 くられた研究課題へ対応するた 道学創出に関わる２つのグループを組織し、研究を進めた。

・ 学校、教育委員会、公立の研 めに研究組織を作り、再編後の ・ どさん子たちの『食と農の健康教育』ネットワークづくり」など、北海「 「
究所・教育センター、博物館等 新課程に備える。 道の地域特性に基づいた課題研究ならびに芸術・スポーツが果たす地域の
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の教育・文化施設、公共団体、 文化に関する研究として、６つの研究グループを組織し、研究を進めた。
民間団体、企業、現職教員や地
域住民との多様な共同研究 、」
「北海道の地域の特性に基づい
た課題研究」

・ 芸術・スポーツが果たす地域「
の文化に関する研究 「生涯」、
教育、環境教育など地域の人材

養成に寄与する研究」

③ 成果の社会への還元及び研究 （17年度から実施のため、16年度
の水準・成果の検証に関する具 は年度計画なし）
体的な方策

○ 創造的研究の成果を内外の学
会や学術誌に発表し、研究の質
の向上に努める。

○ 研究紀要の今後の在りようを ● 研究紀要のありようを一層充 ・紀要の編集発行は学術研究推進室が、編集発行事務は事務局学術情報室が
検討し、一層の充実を図る。 実させるために、執筆要領およ 担当することとし、紀要の電子媒体による公開にも対応できるようにする

び電子媒体による閲覧の可能性 こととした。
を検討し、結論を明確にし、そ ・執筆要領を整理し、そのもとで紀要を発行する体制を整えた。
のもとで紀要を発行する。

○ 北海道の各地で、全道・全国 ● 本学が実施している学会・研 ・本学が関係する学会・研究会を把握するため、１２月中旬にアンケート調
レベルの学会及び研究交流集会 究会のありようを調査・検討 査を実施した結果、平成１６年１２月現在で、７つの学会と、１０の研究
の実施を推進する。 し よりよい体制の構築を図る 会の存在が明らかになった。また過去３年間の全国レベルの学会・研究会、 。

の開催数は１１件、全道レベルの学会・研究会の開催数は、２１件であっ
た。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
２ 研究に関する目標
（２）研究実施体制等の整備に関する目標

① 研究活動の活性化及び研究環境の整備充実を図る。
② 国内外及びキャンパス間の専門領域ごとの共同研究を推進する。中
③ 研究目的を達成するために柔軟で可変的な共同研究体制の整備を推進する。

、 、期 ④ 研究活動等の状況や問題点を把握し 研究の質の向上及び改善を図るためのシステムを整備し
適切に機能させる。

目

標

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

、 、① 適切な研究者等の配置に関す ● 研究全体を統括する審査機関 ・学術研究推進室が 学術研究推進経費による研究計画の応募要領を作成し
る具体的方策 を設置し、提出された研究計画 また審査機関となって提出された研究計画を審査し、研究補助金を決定し

○ 研究プロジェクトに対応し を審査し、研究補助金等を決定 た。その結果 「若手教員研究支援経費」は２０件 「共同研究推進経費」、 、
て、キャンパス間の研究グルー する。 は１０件 「研究推進重点設備費」は７件を採択した。、
プを組織する。

● 研究プロジェクトに対応し ・ 北海道学創出 「教育最前線」と位置づけた研究課題を例示して共同研究「 」
て、キャンパス間の研究課題別 を公募し、キャンパス間にわたるプロジェクトで、かつ、成果の見込まれ
グループを組織する。 るものに対して研究費を配分し、支援を行った。また、その結果 「共同、

」 。研究推進経費 には１３件の申請があり１０件の共同研究計画を採択した
採択１０件のうち「北海道学創出」に関わるグループが２つ 「教育最前、
線」に関わるグループが１つ組織された。

● 教育改革・大学改革・地域貢 ・学術研究推進室が、本学の研究者総覧、平成１６年度科学研究費申請書類
献等に関わる研究プロジェクト をもとにした調査及び全学教員を対象とした研究テーマについてのアンケ
を学内公募するために、全学教 ート調査を行い、各種データを収集した。調査したデータを今後各種計画
員を対象に研究テーマを調査す 実施に利用する。
る。

● 本学教員と附属学校・研究協 ・ 共同研究推進経費」のなかで、大学・附属学校間で実施する共同研究を「
力校教員に対して、教育現場に 募集し 「研究成果の、教育現場や地域への還元の可能性」という観点を、
おける諸課題に関する共同研究 重視して精査した。その結果、５件の共同研究に対して研究費の配分を行
の募集を行う。 い、その研究を支援した。

② 研究資金の配分システムに関 ● 研究指導・研究業績等の実態 ・研究指導・研究業績等の実態等を把握するため、各教員から審査申告書等
する具体的な方策 等について調査を実施し、その の提出を求め、評価・審査等要領に基づき、数値化し、教育研究活性化経

○ 研究指導・研究実績及び地域 評価に基づき研究資金を配分す 費及び教育研究支援経費として傾斜配分した。
貢献や大学が政策として取り組 る。 ・審査結果を本学教職員用ホームページへ掲載し公表した。
む研究プロジェクトに対し、適
切な評価とこれに基づく資金配
分を推進する。

③ 研究に必要な設備等の活用・ ● 設備備品等のデータベースを ・設備備品等の価格を５０万円以上を基準にして新たにデータベースを作成
整備に関する具体的方策 作成する。 した。データベースの内容1)品名、2)メーカー・規格、3)現使用場所、4)

○ 設備備品等のデータベース化 取得年月日、5)取得価格の項目を設けた。
により、学内資産の効率的活用
及び学内外との共同利用を推進
する。

○ 学術情報の系統的整備・電子 ● 研究に必要な学術情報を整備 ・電子ジャーナルの利用に関して、教員がどの分野の論文を利用しているの
化を図り、国内外の研究機関と するため、二次文献データベー か、文献複写の海外雑誌の依存割合、及びフリーアクセスの二次文献デー
の連携を推進するなかで、附属 スの導入調査を行う。 タベース等について調査した。その結果、当面はフリーアクセスのデータ
図書館を学術情報のセンターと ベース提供で対応することとした。
して強化する。

● 学術情報資源を共有するた ・本学教員の外国雑誌の契約等ならびに電子ジャーナルタスクフォースによ
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め、雑誌の電子ジャーナル化を るコンソーシアムの情報について調査した。その結果、当面、電子ジャー
。促進するための調査を行う。 ナルの啓蒙とフリーアクセス電子ジャーナルの提供で対応することとした

● 研究支援に欠かせないドキュ ・図書館システムに装備されている文献複写依頼をＷｅｂ上から利用できる
メントデリバリーサービスの実 よう検討した。現在、札幌館で研究費負担のＩＬＬの受付について試行を
施体制を整備する。 開始しており、順次各館で運用する予定である。

・デリバリーについては、著作権関係団体と国立大学図書館協会の覚え書き
によりかなりの雑誌が各館の間で画像伝送（ＤＤＳ）が可能となった。

④ 研究活動の評価及び評価結果 ● 教員の研究実績に対する評価 ・評価システムに関する調査の結果、評価項目はだいたいどの大学も同じで
を質の向上につなげるための具 システムの導入の可否決定に向 あり、大きな区分で見ると「教育活動 「研究活動 「大学管理運営活動」」 」
体的な方策 けて 他大学の実状調査を含め 「社会貢献活動」となっている。これらの評価項目を点数化して用いると、 、

○ 教員の研究実績に対する評価 評価システムの調査・研究を行 いう方法もほぼ一致している。
システムの導入を検討する。 い、報告書を作成する。 ・調査の結果、評価機関、活用方法、作業量等、様々な問題点が明らかにな

り、それを報告書として作成中である。

○ 研究専念制度を検討する。 ● 研究専念制度を検討するた ・研究専念制度のありようを調査・検討し、よりよい研究体制の構築を図る
め、各校・センターの教員の研 ことを目的として、各校・センターの実施状況を調査した。
究実施状況を調査する。 ・よりよい研究体制の構築を図るため、各校・センターの研究専念制度の実

施状況を調査した。その結果、各校ごとに実施規程を定めており、その期
間は６ヶ月であった。今後、この期間が研究推進にとって適切なのか、な
らびに学生指導などの研究以外の業務が制度活用上障害となっていないか
など、問題点を検討する。

⑤ 国内外での共同研究、学内共 ● 共同研究を推進するために、 ・本学の全体及び教員個人の共同研究の状況について、最近５年間で本学で
、 、同研究等に関する具体的方策 本学の現状を調査し、方策を検 行われた国際シンポジウム開催数 最近3年間に行われた全国規模の学会数

○ 国内外の大学および学校の教 討する。 研究代表者としての科学研究費補助金申請件数等に関して調査をした。
員等で組織する研究課題別グル 最近５年間で本学で行われた国際シンポジウム開催数 １０回
ープの設置を図る。 最近３年間に行われた全国規模の学会数 １１回

研究代表者としての科学研究費補助金申請件数 平成１５年度１０１件、
平成１６年度１２５件、平成１７年度１３３件

・今後そのデータをもとに共同研究を推進することとした。

、 、○ 各種教育研究センターの施設 ● 各教育研究センターの施設・ ・各教育研究センターの規則を整備するとともに 下記例に見られるように
・内容等の充実を図る。 内容等の充実を図るため、各セ その機能を十分に活かした特色ある事業を展開した。

ンターの機能特性を活かし、学
教育実践総合センター： 学校経営研究 （北海道教育委員会と札幌市教育委部、大学院及び附属学校との連 「 」

員会からの客員教授を含むプロジェクト 「雪探検館 「スクールカウ携による教育研究や地域貢献な ）、 」、
ンセラー 「インターネット天文台」等を実施し、共同研究プロジェクど事業内容の充実を図るととも 」、
トの充実を図った。に、センターの今後の在り方に

へき地教育研究センター：へき地教育実習校の拡充及び教育実習の充実を図ついて検討する。
った。

冬季スポーツ教育研究センター：冬季スポーツに係る指導者養成及びトップ
アスリート養成支援による産学協同の事業の推進を図った。

生涯学習教育研究センター： 授業公開講座」を実施し、大学開放の充実を図「
った。

情報処理センター：地域情報インフラを活用した教育支援システムの構築と
支援を図った。

保健管理センター：テレビ電話相談／会議システムを活用して、カウンセリ
ングを充実するとともに、５キャンパスのセンター分室が連携し、全学
的禁煙支援イベントの実施に取り組んだ。

・センター運営会議において、各センターの目的及び業務について精査した
上で、今後の在り方について平成１７年６月に結論を得ることを目途に検
討を行った。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
３ その他の目標
（１）社会との連携、国際交流等に関する目標

① 北海道地域教育連携推進協議会を通した北海道全域の教育と文化に関わる地域貢献を強力に推
進する。中

② 「道民カレッジ」などと連携し、北海道全域にわたる生涯学習社会化への対応を強める。
③ 各教員の専門研究を生かした地域への多様な貢献を一層拡げ、社会に開かれた大学を目指す。期
④ 留学生の交換など国際交流をさらに発展させ、学生の国際感覚の涵養を目指す。
⑤ 学校教育に関する国際協力において拠点大学としての役割を果たす。目

標

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

① 地域社会との連携・協力、社 ● 地域連携推進室を設置し、道 ・地域連携推進室を設置し、基本コンセプトを「北国の人育ち、まち育ち、
会サービス等に関する具体的な 教育委員会・市教育委員会、各 地域づくり」として、１８件の事業を計画した。その他、1)現職教員研修
方策 種教育現場との連携事業･共同 支援 2)共同研究 3)学校支援 4)生涯学習支援 5)文化・スポーツ振興

○ 地域連携推進室を設置し、道 研究、学生支援ボランティア、 6)人事交流の分野について、北海道地域教育連携推進協議会のコンセンサ
・市教委、各種教育現場との連 地域社会との連携事業等を推進 スを得て事業を実施した。
携事業・共同研究、学校支援ボ するため、基本コンセプトに基
ランティア、地域社会との連携 づく地域連携を推進し、各事業
事業等を推進する。 の充実を図る。

● 地方自治体との連携・協力に ・自治体６市９町村と相互協力協定を締結し、教育、文化、スポーツなどの
関する協定を締結し、地域社会 幅広い分野で連携事業を実施した。
の教育と文化の振興に寄与す ・株式会社北洋銀行及び電通北海道と相互協力に関する覚書を締結し、連携
る。 事業の具体的な取組を進めた。

● 事業・実施内容について交流 ・北海道地域教育連携推進協議会及び同幹事会における協議のもとに、地域
会やフォーラムを積極的に実施 連携事業を実施した。連携事業の結果については、本年度の地域教育連携
し、成果を確認する。 フォーラムで 「地域づくりと教育」をテーマとして、基調講演、事業報、

告、シンポジウムを開催し、成果を確認した。

● 各キャンパスの機能特性を活 ・地域連携に関する委員会組織の構成員を各キャンパスに置き、地域連携に
かした地域貢献事業を推進する 関する委員会との連絡・調整を円滑に行った。
全学的な実施体制を整える。

○ 道民の期待に応える講演会の ● 道民の期待に応える講演会の ・公開講座の全面的な見直しを図り、一般公開講座、授業公開講座、現職教
開催、公開講座の充実を図る。 開催、公開講座の充実を図るた 員等公開講座、高大連携公開講座の４種類の公開講座を開設した。

め、自治体等との連携による各 ・授業公開講座については、道民が一度登録することによって、全キャンパ
種講演会等の開催や公開講座の スで開設する授業公開講座を受講できる仕組みにするなどして、広く学習
多面的展開の推進へ向けた現状 ニーズに応えられるような体制を整備した。
把握と課題の明確化を行い、そ
のための条件整備を図り、推進
する。

○ 現職教員を対象として、各種 ● 現職教員を対象として、免許 ・免許法認定公開講座を平成１６年度に２８講座開設し、延べ６４５人の現
認定講習・講座及び夏冬の長期 法認定公開講座等の充実に向け 職教員を対象として実施した。
休暇を利用した研修講座を開設 た現状把握と課題の明確化を行 ・免許法認定公開講座の現状把握と課題の明確化を行った。この結果、平成
するなどの教育活動を計画し、 い、平成１７年度からの実施体 １６年度の一部開講校においても、現行の方法により実施したいという要
実施する。 制の整備を行う。 望があり、新しい講座開設の在り方については、平成１８年度から具体化

することとした。

● 夏季・冬季間の休業期間中に ・平成１６年度１０年経験者研修の専門講座を、札幌校及び岩見沢校におい
１０年経験者研修の専門講座を て実施した。北海道教育委員会等との連携分では５日間で約３００人の参

、 。札幌校・岩見沢校で開設実施す 加 札幌市教育委員会との連携分では３日間で約７００人の参加があった
る。平成１７年度からの全学実 両研修とも、教員の資質の向上と専門的力量を高める点で、非常に高い評
施へ向けた調査・研究を行い、 価を得た。
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報告書を作成する。 ・平成１７年度は、全キャンパスで実施することとし、１０年経験者研修運
営委員会を設置し準備を進めている。

・平成１６年度に実施した講座について、その状況を整理し、報告書を作成
した。

○ 道内各地域での教育相談、臨 （17年度から実施のため、16年度
床心理相談、教育情報提供など は年度計画なし）
を行うための研究ステーショ
ン、サテライト研究室・相談室
等の設置を検討する。

○ 大学及び地域の公共図書館等 ● 大学及び地域の図書館との連 ・北海道地区大学図書館相互利用サービスに加盟し、現在１７大学図書館で
と連携し、学生、教職員、教育 携を強化するため、地域図書館 コンソーシアムによる相互利用を実施した。
関係者、地域住民が必要とする 相互利用サービス構築の検討を ・旭川館は地域４大学１高専との相互利用サービスを展開し、公共図書館と
学術情報を的確に効率よく提供 進める。 の連携について協力体制を作った。
できる図書館を構築する。 ・函館館は市立函館図書館との連携を検討中である。

● 地域住民との連携を進めるた ・図書館報の配布箇所を公立図書館に拡大し、館報には公立図書館に対する
め、図書館の公開を積極的にＰ サービス内容についての特集記事を掲載した。
Ｒする。 ・図書館及び各館の学外サービスの内容をホームページに掲載した。

● 北海道における教育関係の資 ・第２期北海道教育資料収集計画（平成１１年度? １６年度）において沿革
料を積極的に収集し、これを公 資料、副読本等を中心に約１千２百点を収集し、目録作成の上公開を行っ
表するための整備を進める。 た。

・第１期分のカード目録、冊子体目録の遡及入力を学長裁量経費で実施し、
約１万８千点を入力し、ＯＰＡＣ（Online Public Access Catalogue）で
公開した。

● 本学が所有する歴史的、文化 ・本学附属図書館所蔵の教育関係の歴史的資料等の目録を整備し、図書館内
的資料を地域社会に提供するた に展示コーナーを設置することを検討した。これを受けて、各館において
め、附属図書館に常設展示コー も具体的な実施を検討することとした。
ナー設置の検討を行う。 ・旭川館では、展示スペース、什器等の予算確保を検討しており、岩見沢館

は平成１６年４月から常設展示コーナーを設置した。

● 地域に対する情報発信のた ・図書館運営委員会で「学内出版物の保存に関する要領」を審議した。これ
め、学内刊行物を集中管理し提 により、学内出版物が各構成館に保存される体制が整えられた。
供する学内出版物コーナーを附 ・目録整備、電子化については札幌館で担当し、その他の構成館は展示スペ
属図書館に設置する検討を行 ースの確保について検討した。
う。

② 留学生交流その他諸外国の大 ● 留学生の交換等国際交流をよ ・留学生の交換等国際交流をより一層発展させるため、国際交流・協力セン
学との教育研究上の交流に関す り一層発展させる。また、全 ターを全学的組織として設立する準備を行ってきた結果、平成１７年度に
る具体的方策 学的に国際交流の実施を可能 同センターを設置することを決定した。

○ 留学生の受け入れ、学生の派 とする教育体制の整備に取り ・平成１８年度に函館校に設置される人間地域科学課程に国際文化・協力専
遣を積極的に行い、留学生に対 組み、学生の国際感覚の涵養 攻を置き、国際的に活躍する人材の育成を目指す。
する全学的教育体制の整備を図 を目指す。
る。

● 留学生用の日本語予備教育の ・平成17年度に設置される国際交流・協力センター内に国際交流部門を組織
拠点設立に向けて調査・研究す し、日本語予備教育の体制について検討した。
る。 ・同センターに専任教師を配置することとし、日本語予備教育のために、日

本語担当教員を配置換することとした。

● 英国大使館が募集している日 ・学生の国際感覚涵養のため、ブリティッシュカウンシル（ＢＣ）が募集す
本語指導助手に本学学生を応募 る日本語指導助手について各校へ案内し申請書類を検討した結果、大学と
させる。 して２名の学生に応募させた。

● 学部学生、大学院生、及び現 ・学部学生、大学院生、及び現職教員の国際感覚の涵養を目指すため、平成
職教員の国際感覚の涵養を目指 １６年７月に日本国際協力センター（ＪＩＣＥ）と「共同事業に関する協
すためＪＩＣＥと事業締結をす 定」を締結した。
る。 ・ＪＩＣＥ講座として講師を派遣してもらい、毎週授業「比較文化 （前期）」

「対照言語学 （後期）を実施した。」

● 協定校の大学教員及びＪＩＣ ・協定校の大学教員及びＪＩＣＥによる、現職教員及び大学院生のための集
Ｅによる、現職教員及び大学院 中講座の内容・実施組織の検討を開始した。
生のための集中講座の内容・実
施組織の検討を行う。

● 国際交流センター設置につい ・国際交流・協力センターを全学的組織として設立する準備を行ってきた結
て検討を行う。 果、平成１７年度に同センターの設置を決定した。単に国際交流のみなら

ず、国際教育協力をも視野に入れた本学の特色を前面に打ち出したセンタ
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ーとして設置することとした。

③ 教育研究活動に関連した国際 ● 国際交流締結大学等との国際 ・国際交流締結大学等との国際共同研究の状況を具体的に調査するため、国
貢献に関する具体的方策 共同研究の状況を調査する。 際交流・協力センターを設置し、組織体制を整備することとした。

○ 開発途上国、北方圏やアジア
圏の大学を中心に積極的に教育
や研究にかかわる国際協力を実 ● 国際教育協力に関する共同研 ・国際教育協力に関する共同研究の円滑な運営のために、国際教育協力部門
施する。 究の円滑な運営のために、学内 を備えた「国際交流・協力センター」を設置することとした。

組織を構築する。

● 国連大学グローバルセミナー ・国連大学グローバルセミナーを平成１６年８月２９日～９月１日に本学を
を実施する。 会場として実施し、全国から４７名（本学からは１４名）が受講生として

参加し、ユニセフや大学などの講師による講義、講師と受講生との質疑応
答、意見交換等を行った。

○ ＪＩＣＡなどと協力して、開 ● 国際教育協力事業に関する学 ・国際交流・協力センターに国際協力部門を設置することとし、国際教育協
発途上国の教材開発や教育実践 内位置付けを明確にする。 力事業に関する学内位置付けを明確にした。
に対する支援プロジェクトの実
施と共同研究を推進する。 ● 現在実施中の「ＪＩＣＡエジ ・ ＪＩＣＡエジプト小学校理数科教育改善プロジェクト」チームリーダー「

プト小学校理数科教育改善プロ １名、長期専門家として中学校教員理数科各１名、その他学内者（理数科
ジェクト」を全学的にサポート 教官）延べ５名を、また短期専門家として学外者（教職経験者）延べ３名
し、理科と算数に関するガイド をカイロへ派遣した。
ブックを改訂する。 ・国内班は、ガイドブックの改訂、研修計画の策定等の作業を行った。

● 教育開発国際協力研究センタ ・国際交流・協力センターに国際協力部門を組織することとし、教育開発・
ーの設置を計画する。 国際協力を担うこととした。

○ 海外の大学・高等教育機関等 （17年度から実施のため、16年度
と相互交流協定を締結し、国際 は年度計画なし）
学術交流を推進する。

○ 現職教員の海外派遣や研修の ● 教職員及び現職教員の海外派 ・平成１７年１月にカナダＢＣ州にあるサイモンフレイザー大学に現職教員
受け入れを進め、国際的な現職 遣や研修の受入れを行う。 １１名を派遣した。
教員の相互交流を図る。 ・ＪＩＣＡプロジェクトに専門家として職員１名をエジプトに派遣した。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
３ その他の目標
（２）附属学校に関する目標

① 道央・道南・道北・道東の４つの圏域と結びつく多様な形態の教育と研究を実施する。
② 高度な資質を有する教員を養成するために、教育実習を体系化するとともに、大学と附属学校中

の密接な連携により、教育及び教員養成に資する実践的、開発的な研究を行う。
③ 地域の公立学校及び行政機関や教育機関と連携しながら、北海道の教育実態に関わる種々の実期

際的な研究と現職教員研修等を行う。
目

標

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

① 大学・学部との連携・協力の ● 研究推進連絡協議会 仮称 ・新しい教育の在り方やカリキュラム、指導法等について各附属学校園がそ「 （ ）」
強化に関する具体的方策 の設置に向けて準備作業を開始 の実情に応じて教育研究大会や教育実践研究協議会等の具体的な取組を行

○ 各附属学校が特色をもち、新 する。その際、大学院、学内セ い 「研究推進連絡協議会（仮称 」の設置に向けた準備作業を開始した。、 ）
しい教育の在り方やカリキュラ ンターとの総合的な教育研究シ その際、大学院、学内センターとの総合的な教育研究システムの確立のた
ム、指導法等の実践的研究の開 ステムの確立のための検討も併 めの検討も併せて行った。
発を行うために 「研究推進連 せて行う。、
絡協議会（仮称 」を設置して）
教育実践を行う。

○ 大学と共同して新しい教育の ● 大学教員、学内センターとの ・大学教員、学内センターとの連携を図り、出前授業の実施や、研究成果を
実験授業を行いその成果を地域 連携を図り 出前授業の実施や 地域に還元する方法を検討した。、 、
の学校に還元する。 研究成果を地域に還元する方法 ・各教科、道徳、特別活動、総合的な学習の時間などで大学教員による多く

を検討する。 の出前授業がなされた。また、附属札幌中学校では、北洋銀行との連携授
業として「金融教育」がなされた。

・各附属学校の教育研究大会には、地域の学校はもとより、道内・道外から
多数の参加者を得た。

● 各学校の研究実践をまとめ、 ・各校園の研究紀要等のデータを集約し、データファイルの形式をそろえ、
実践資料（研究紀要等）を電子 ＣＤへの収録を行った。
媒体でコンパイルする。

○ 教育実習を体系化し、教職、 ● 教育実習を体系化する検討を ・各附属学校園、公立実習校、各校教員への「教育実習の体系化に関するア
教科教育、教科専門教育の各専 行う。 ンケート調査」を実施、分析、考察を行った。その結果、各キャンパス毎
門領域との連携を図り、教員養 に実習システムが異なっているため、キャンパス再編を視野に入れたそれ
成の中心的役割を果たす。 ぞれの実態に応じた体系化を図ることを検討することとした。

・実習事前指導、学生への附属学校園の日常的な授業公開、公開教育実習、
実習生の課題授業、放課後学習チューター事業等の実施を行った。

、 、・教員採用予定者等の実務体験研修では 実施校園を全附属学校園に拡大し
各学校園の実状に応じた実施要項を策定した。

○ 附属学校教員の大学院での研 ● 附属学校教員の大学院研修を ・附属学校・園教員の大学院研修について、過去６年間の実績と今後６年間
修を積極的に推進する。 積極的に推進するために、各附 の希望調査を行った。平成１６年度は８名が大学院研修を行っており成果

属学校の実状調査を行い、現状 を上げている。
を把握する。 ・ 北海道教育大学附属学校内地研修員制度実施要項」を制定し、附属学校「

教員の大学院研修を積極的に推進した。制度が整備されたことにより、大
学院研修が中期計画に明確に位置づけられるとともに、平成１７年度以降
大学院研修を行いたい教員が毎年２～３名ずつおり、教員の研修意欲の向
上が図られた。

○ 大学院を中心とする附属学校 （17年度から実施のため、16年度
間及び学内センターとの総合的 は年度計画なし）
な教育研究システムの確立を図
る。
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○ 大学、学内センター、附属学 （17年度から実施のため、16年度
校と地域が連携するための体制 は年度計画なし）
を整える。

○ 近隣地域の公立学校及び教育 ● 近隣地域の公立学校及び教育 ・各附属学校園で教育研究大会を開催し、市内の公立学校園に加え、広く道
委員会や教育センター等と連携 委員会や教育センター等と連携 内、道外からも参加者を得て、関係機関との連携の在り方、支援内容等を
して、教育研究及び教育支援を して、教育研究及び教育支援を 把握した。
行う体制を整える。 行う体制を整えるため、関係機 ・附属学校園の実践研究を交流する共同教育研究大会を附属釧路小・中学校

関との連携の在り方、支援内容 で開催し、地域の学校関係者と研究交流を深めた。
等を調査・検討する。 ・それぞれの学校園の学校研究推進に関わる実践資料や評価規準表、道徳の

地域教材などを地域の学校等へ提供した。

② 公立学校との人事交流に対応 ● 大学と附属学校が密接に連携 ・北海道内外の学校等からの視察研修や現職教員の研修の短期受入など、教
した体系的な教職員研修に関す し、附属学校を現職教員研修の 科教育、道徳、特別活動や評価の取組、教育課程編成、学校経営など幅広
る具体的方策 場として活用する体制を整え い研修要求に対応した。

○ 大学と附属学校が密接に連携 る。 ・ＪＩＣＡへの協力事業では大学や地域の教育センターに協力して、海外の
し、附属学校を現職教員研修の 教育行政官や現職教員の研修を受け入れた。
場として活用する体制を整える
とともに、地域の教育機関との ● 地域の教育機関との連携の中 ・各附属学校園が、道教育委員会及び市教育委員会と連携し、１０年経験者
連携の中で各種現職教員研修の で各種現職教員研修の受け入れ 研修や初任者研修の受入れや講師として、研修充実のために具体的な取組
受け入れを推進する。 を推進するため、道教育委員会 を行った。

・市教育委員会等と連携し、各 ・各附属学校園が、各地域の教育センターと連携し、現職教員研修の講座等
、 。種現職教員研修の受入方法・内 に講師として赴く等 教科教育や道徳・特別活動の具体的な取組を行った

容等を検討する。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
３ その他の目標
（３）大学憲章に関する目標

本学の教育研究に関する目標及び理念を中心として、北海道教育大学憲章の制定を図る。
中

期

目

標

中期計画 年度計画 計画の進行状況等

○ 地域の関係機関及び道民に広 ● 学長を中心として制定委員会 ・北海道内・外の他大学で既に制定されている大学憲章を参考資料として収
く意見を求め 憲章を制定する を設置し、検討を開始する。 集した。、 。

・学内委員６名、学外委員６名から成る北海道教育大学憲章起草委員会を設
置し、検討を開始した。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する特記事項

事である。このため、再編の概要をＷｅｂ上に公開するとともに、再編リーフレット◎大学再編に向けての取組
、 、 。（１）再編の経緯・趣旨 を作成し 道内の高等学校を訪問して 再編内容の説明を行うなど情報発信に努めた

今日、学校教育が抱える課題の複雑化・多様化に適切に対応するため、教員の資質 また、再編基本計画決定後には報道機関への発表を行い、社会に向けた情報提供に
向上を図るための教員養成改革や、地域社会に貢献する幅広い素養を持った人材養成 積極的に努めた。
のための改革の必要性が強く要請されている。

〔参考：資料編１、２、９〕このため、本学は、改革の必要性はもとより、現行の５キャンパスで、教員養成と
新課程を併存していくことは、法人化後の厳しい評価に耐えられず、本学の在り方と
して困難であるとの判断に立ち、学長の強力なリーダーシップの下、各理事を中心に

◎大学教育の質を高め、学生の学力向上、自主的意欲を喚起する取組再編後の教育課程について集中的に検討してきた この結果 平成１６年１０月に 北。 、 、「
海道教育大学再編基本計画」を決定し、キャンパスごとの小規模の教員養成の分散と 本学では、大学教育の質を高め、学生の学力向上と自主的意欲を喚起するための取
新課程の併存を止め、既存の課程を抜本的に集約・再編することによってキャンパス 組として、平成１８年度より履修登録単位数の上限設定（ＣＡＰ制）と成績平均値制
ごとの機能分担システムに転換することとし、平成１８年４月に新生・北海道教育大 度（ＧＰＡ制度）を導入することを決定した。ＣＡＰ制の導入は単位制度を充実させ
学として生まれ変わることになった。 ることにより、準備学習や復習に対する学生の主体的な学習を促すことを意図するも

（２）再編の内容 のであるが、このことは同時に教員の側にも充実した単位制度にふさわしい授業設計
再編の大きなポイントは、①５キャンパスに置かれている現行の教員養成課程を札 と厳正な成績評価を求めることになる。授業設計や成績評価基準は、学生が学習の目

幌、旭川、釧路の３キャンパスに集約し、②教員養成以外の新課程を函館、岩見沢の 標を理解し、自主的な学習を促進するためにも、シラバス等に適切に明示されなけれ
２キャンパスに集約することによって、キャンパスごとの特色を鮮明に打ち出し、充 ばならない。また、授業内容に対する学生の到達度を適切に把握し、到達度に応じた
実した教育組織と教員組織を形成して教育の重点化・特色化を図るものである。 修学指導を行うためには、厳正な成績評価と信頼の置ける達成度指標（ＧＰＡ制度）

、 。１）教育組織 を導入し 個々の学生に対するきめ細かな学習及び学生指導を実現させる必要がある
札幌キャンパスは、新しい教育課題に対応した専攻として、教育臨床専攻、特別 さらに、学生の実状に応じた学習・学生指導を実現するためには、個々の学生の修学

支援教育や総合学習開発専攻などを置き、総合学習開発専攻では食育や食農教育な ・学生生活全般に責任を持つ担任制度（アカデミック・アドバイザー制度）の導入も
どを大胆に取り上げていく。旭川キャンパスは、各教科の学習を学校現場の教員の 不可欠である。このように、教育の質を高め学生の自主的意欲を促すためには、単に
指導法として生きるような教育を行う。釧路キャンパスは、地域に結びついた全国 ＣＡＰ制やＧＰＡ制度を導入するだけでなく、上記の各種制度を有機的に関連づけ、
的にユニークなキャンパス構成とする。函館キャンパスには人間地域科学課程を置 全体として有効に機能させる必要がある。
き、地域の人材育成を目指す 「行動する教養」をスローガンに、文理の枠を超えた このように考えて、本学では、全科目を対象にしてシラバスを作成し、公開すると。
専門性を培い、人間と地域の諸課題を追究する。岩見沢キャンパスには芸術課程及 ともに、全教員がオフィスアワーを実施しているところであるが、ＣＡＰ制、ＧＰＡ

、 、 、びスポーツ教育課程を置き、全国でも珍しい芸術・スポーツの拠点とする。 制度の導入をきっかけに さらに厳正な成績評価 アカデミック・アドバイザー制度
また、新しい専攻・コース内容の具体化、特色あるカリキュラム、入試方法など シラバスの統一、オフィスアワーの活用、学生の修学支援やクレームに恒常的・専門

を検討するため 再編基本計画決定後 学長を本部長とする再編実施本部を設置し 的に対応する履修支援組織（学習サポートルーム）の導入を計画している。、 、 、
新しい教育課程の履修基準を定めるとともに、地域指定推薦入学やＡＯ入試の導入 年度計画では 「各種制度のルール（案）の策定と諸課題の整理」を行うことであっ、
に向けた取組を行った。 たが、年度計画を上回って、諸制度を有機的に関連づけ有効に機能させるための全学

２）教員組織 的なルール（ 学生の学習及び成績評価等に関するルール ）を作成し、教育研究評議「 」
各キャンパスの新しい教育組織とその専門分野に相応しい教員組織を作り上げる 会に提案し、了承された。これにより上記制度を実施するための基礎固めができたと

ためには、退職教員のあとの適切な補充と、現職教員の移動が不可欠である。この いえる。次年度は、このルールを規定化し、平成１８年度より全学的に実施するため
ため、再編実施本部で人事計画に関する全学的ガイドラインを定め、全教員を対象 の諸準備を行う予定である。
に実施した移動希望の意向を踏まえつつ、学長のリーダシップの下、再編完成年度

〔参考：資料編２１〕までの教員配置の基本的枠組みを決定した。
（３）各自治体との連携

◎カリキュラム改革（実践的指導力・教育の現代的課題に対応する取組）再編を進めるに当たって 北海道全域にわたって５キャンパスを有する本学の場合、 、
特に地元自治体の理解と協力が不可欠である。このため、キャンパス所在地の各自治 本学は平成１６年１０月に「北海道教育大学再編基本計画」を策定し、各課程の教
体を中心に相互協力協定を締結するとともに、自治体との連携を強化し、再編に対す 育理念、及び教育指導の特色を定めた。その後、同年中に様々な検討を経て、平成１
る地元自治体の理解と協力を得ることができた。 ７年１月に「北海道教育大学再編に伴うカリキュラム編成の基本方針」を策定し、カ

、 、 。さらに、教員養成から地域の人材育成に転換する函館キャンパスについては、平成 リキュラム再編成の基本理念 特色及び科目区分等について 基本的な方針を定めた
１６年９月に外部有識者との懇談会を開催し、函館市、教育委員会、学校関係者等に それと同時並行的に、中期計画１、３、５に掲げた 「現代的課題に応えうる豊かな人、

」、「 」、「 、再編の趣旨等について理解を求めた。 間性を形成する 教員としての実践的能力を獲得させる 地域における芸術文化
また、岩見沢キャンパスに芸術・スポーツ系を集約することを実現するためには施 環境、情報、国際交流、生涯教育等の担い手（を育成する 」といった課題に対応した）

設などの整備が不可欠であることから、岩見沢市や関係機関に協力要請を行い、はま 年度計画を具体的に検討し、こうした課題を新しいカリキュラムに反映させるよう改
なす教育情報化推進機構から３億円の財政支援を受けることができた。 革を行った。

（４）再編に関する情報の積極的提供 本学の５キャンパスに置く、新たな４つの課程のカリキュラム編成の基本理念は、
再編後の専攻・コース内容や入試情報は、受験生や高校の進路指導教員の最大関心 以下のようなものである。まず札幌・旭川・釧路に置く教員養成課程は、現代の多様
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◎附属学校の連携事業（大学・地域教育機関等との）な教育問題に対応できる実践的指導力を養成することを、その目的とする。函館に置
く人間地域科学課程は、現代的教養教育と学際的専門教育により、グローバルな教養 本学の附属学校園は大学の法人化を機に、互いの連携をさらに強化するとともに、
を備えつつ地域をリードする人材を養成することを目指す。岩見沢に置く芸術課程、 大学や地域教育機関等との連携事業にも附属学校園の特色を生かしながら積極的に取
及びスポーツ教育課程は、創造的な芸術・文化活動・スポーツ教育活動を社会の中で り組んだ。
実現していける人材を育成することを、目的とする。 大学や地域教育機関等との連携では、道立教育研究所や地域の公立の小・中学校と
このようなカリキュラム編成の基本理念から、まず全学共通の教養科目を定め 「コ 連携し 「道徳教育の充実のための教員養成学部等との連携研究事業 （文部科学省）、 、 」

ミュニケーション科目群 ・ 現代を読み解く科目群」等、激変する現代社会に対応で に各附属小・中学校が参加し、実践事例や指導案づくりを行った。」「
きる授業科目を設定した。また、北海道スタディズと総称する「地域学科目群」にお 特に地域の特色を生かした教材として、函館中は郷土愛を主題として「ふるさとの
いて、地域で活動する人材としては必須の地域理解を目指した授業科目を設定した。 自慢はイカ」という題材で、北国の生き方を考える道徳を実施した。札幌小は学校周
さらに「人間・子ども理解に関する科目群」という、現代人に欠けがちな人間そのも 辺の附属山や茨戸川に生息する生き物を道徳の教材に生かしている。札幌中はＳＴＶ

、 、のを多方面から理解することを目指した授業科目を設けることを決定した。 ラジオに協力を依頼し 当該局の｢ほっかいどう百年物語｣の荻野吟子さんの放送原稿
激変する現代において、より良い教育実践を行える教員育成を目指して、教員養成 ＭＤを教材として活用した。

課程に「教育フィールド研究」諸科目 「教育実践論」諸科目を設定し、座学のみなら また、現職教員の研修に関連して 「初任者研修」や「１０年経験者研修」等を受け、 、
ず実践的指導力の育成を図る授業科目を置くこととした。さらに北海道の特性に配慮 入れたり、各地域の教育委員会や教育センターが実施する同様の研修に附属学校園の
した「へき地教育実習」を新設することを定めた。これと関連して、教育実習におい 教員を講師として派遣すること等に取り組んだ。
て「教育実習Ⅳ（採用前実習 」を開設することとした。 さらに、学生の教育実習等に関連して、従来の基礎実習や主免、副免実習などの他）

以上のように、今年度に検討を重ね決定した新カリキュラムは、多様な姿を見せる に、教員採用検査に合格した者を対象とした「学校実務体験研修」を多くの附属学校
現代社会に対応できる人材、激動する現代の中で地域を理解し、そこで指導的役割を 園が取り組んだ。
果たせる人材を、より実践的に、より広い視野から育成することを意図したものであ この他に、本学の教育実践総合センターと連携した札幌小「雪の総合的な学習研究
る。 会」や上川教育局が展開する「ステップアップ・プロジェクト上川」への旭川小・中

の参加等の連携事業がある。さらに、養護学校では国立特殊教育研究所の研究協力校
やパートナー校として、札幌中は国立教育政策所の研究指定校として、特別支援教育〔参考：資料編６〕
や指導方法の工夫改善等で地域の教育に貢献している。

〔参考：資料編１６〕◎学生の職業観・意識のさらなる涵養を図る取組
教員養成にとっての最大の課題は、実践的な指導力を有する、すぐれた教員の養成

にある。この指導力の育成のためには、教職への意欲や関心を高めるための教育指導
◎北海道の広域性に対応した取組が求められている。学生の教職への意欲や関心の高まりは、教育実習の経験が大きな

契機となっており、そのために再編計画に伴う新カリキュラムではこれまで主免と副 本学は、北海道内の主要都市に５つのキャンパス（札幌校、函館校、旭川校、釧路
免に関わる実習に加えて 新たに１年次では基本実習を４年次は採用直前実習 仮称 校、岩見沢校）を有する立地を生かして、道内各地の小・中・高の現職教員等を大学、 （ ）
を開設することとし、教育実習の充実と体系化を図った。このほか、北海道の教育課 院に受け入れ、リカレント教育の充実に力を注いできたが、東北６県と新潟、富山の
題にも対応して選択科目ではあるが、へき地教育実習を新設し、希望者にはへき地・ 両県を合わせた広域の北海道では、地理的条件や勤務環境により、本学キャンパスへ
小規模校での実習を実施することとしている。これは全国でも例がないことと思われ 通学することが困難な状況があり、こうした状況に対応することが求められていた。
る。 本学では、こうした状況を受けて、中期計画において「現職教員に対する多様な再教

教育実習は教科指導を中心とするものであり、学校体験の場としては限定されたも 育・研修の機会を提供するために、サテライトの設置を図る」ことを掲げ、さらに平
のとなっており 多様で複雑な児童・生徒の理解を育む場としては十分とはいえない 成１６年度の年度計画において「サテライトキャンパスでの平成１７年度講義開設の、 。
そのため新たに教育フィールド研究科目を設定し、学校ボランティアや野外活動など ため、札幌中心部及び全道主要都市でのサテライト設置の可能性を検討する」ことを
のなかで、学生が多様なかたちで児童・生徒の理解を深められるよう企図した。また 目標とした。
これら二つの科目を媒介するものとして教育実践論と総称される科目群のなかにボラ 本学では、大学院サテライトの開設に向けワーキンググループを設けて具体的な検
ンティア論や体験学習論などの科目を開設することとした。これは上記の二つの科目 討を進めた結果、年度計画をさらに前進させ、平成１７年４月から北見市内と札幌市
が相乗的な効果を発揮できることを意図したものである。すなわち、教育フィールド 内に開設することとした。北見サテライトでは、教育系大学院の空白地帯である網走
研究科目での経験や体験を相対化したり、客観化して、自らの問題意識や課題を明確 ・北見地域に勤務する現職教員（小・中・高で在職者数 約２、６００名）を対象と
にして教育実習に臨むことで、これまでとは異なる質的に高い経験を得ることが可能 して募集を行い、社会人特別選抜で１０名が合格した。教育指導は、土・日の昼間帯
となろう さらにこの経験をフィードバックして 教育フィールド研究科目を履修し の対面講義、夏期・冬期の休業期間のサテライト及び旭川校での集中講義、平日夜間。 、 、
その経験を教育実習に反映させるわけである。 帯のテレビ会議システムを利用した双方向授業等を併用して行っている。札幌サテラ

上記のような実践指導力の基礎を育成する教員養成の考え方は、全国的に本学が嚆 イトは、社会人学生の通学の便宜を図るため、札幌駅周辺の札幌市立小学校の校舎の
矢をなすものと思われる。すでに各校では学校ボランティア事業、ＳＡＴ(School As- 一部を借用して開設したもので、主として学校臨床心理専攻関係の講義のほか、地域
sistant Teacher)、夏の学校及び各種のフレンドシップ事業を実施しており、これら の子育て・教育相談を必要とする保護者等に対する支援や学校教職員を対象とした相
の新しい授業科目展開のための基礎は既に確立している。 談等を行っている。

今後も現職教員の修学機会を保証する観点から、教育系大学院の空白地帯である十
勝地域に平成１８年度よりサテライトの設置を検討している。これにより５つのキャ
ンパスを核として、道内の主要都市における現職教員のためのリカレント教育のネッ
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◎地域に貢献し、地域から学ぶ取組トワークが整備されることになる。これは全国的にも極めてユニークなものであり、
北海道全域の教員研修へ貢献することを目指す本学にとっても極めて大きな意義があ 本学では地域貢献事業として、平成１６年度 『北国の人育ち、まち育ち、地域づく、

』 、 。る。 り を基本コンセプトに １８件のプロジェクトを各キャンパスににおいて実施した
以下は、その中でも特徴的な事業である。
・ 地域に根ざした教育プロジェクト開発と連携 （岩見沢校 ： 食教育」プログラム〔参考：資料編７〕 「 」 ）「
として、教育委員会や小学校との連携のもとに 「米づくり」実践の開発と検討によ、
る授業づくりを行なってきた。

・ 防災（防犯）まちづくりへの子ども参画プログラムの構築に向けて （函館校 ：◎多様なスタッフを編成して行う研究を支援する取組 「 」 ）
従来の学長裁量経費を「学術研究推進経費」として「共同研究推進経費 （応募件数 行政・地域・学校・家庭が連携し、北海道の気候・風土をふまえた防災（防犯）ま」

１４件、採択１０件 「若手教員研究支援経費 （応募件数２６件、採択２０件 「研究 ちづくりへの子ども参画プログラムを構築する。） 」 ）
推進重点設備費 （応募件数１２件、採択７件）に分けて、学内公募し、学術研究推進 ・ 拓北・あいの里地区における小・中・高・大学間連携及び学校地域間連携推進事」 「
室が審査して研究費を支給し、研究を支援している。教育現場で生起している生き生 業 （札幌校 ：拓北・あいの里地区教育連携懇談会を組織し、各学校及び地域での」 ）
きした問題点を研究し、それを授業に生かすことが大切であるとの観点から、教育現 様々な教育活動や催事の実施内容について「拓北・あいの里フォーラム」を開催し
場に生起する諸課題を「教育最前線」ととらえて公募し、全学的な研究グループ一つ た。

（ ） 、が組織され、研究費を配分された。学際的分野の諸課題に関しては今年度は、北海道 ・標茶町健康づくりプロジェクト 釧路校 ：標茶町の健康推進事業への支援として
で教師として、あるいは、地域人材として活躍するための必須の知識を学生に獲得さ 体育講座教員と体育研究室学生による健康指導、健康教室の開催、健康祭りの補助
せるために、平成１８年度からの新しいカリキュラム編成及び再編との関係を考慮し を行った。
て 「北海道学の創出」とくくって研究募集した。その結果、２つの研究グループのも これらの事業は、教育大学の特性を生かし、地域に貢献することを目指すものであ、
のに研究費が配分された。また、大学・附属学校間で実施する共同研究に対しては９ ったが、同時にこれらを実施する過程で本学教員・学生等も地域から様々なことを学
件のものに研究費が配分された。 ぶことが出来たと考えている。

そのほか 「 開かれた学校』実現の基盤に関する制度論的研究 「学校各分野の連、『 」、
◎国際協力事業に貢献し、学生等の国際意識を涵養する取組携によるカリキュラム及び評価法開発 「へき地・複式・小規模校に対応したカリキュ」

ラム開発 「臨床教育学的子ども研究 「教育相談、臨床心理学相談など教育心理学、 本学は、平成１６年７月２７日に(財)日本国際協力センター(ＪＩＣＥ)との間で、」 」
健康科学、カウンセリング分野に関する研究 「現職教員のリカレント教育に対応する 国際社会に貢献するための共同事業に関する協定を締結した。ＪＩＣＥは、ＪＩＣＡ」
カリキュラムの開発・研究」などのテーマで積極的に研究を促進した。 などから国際協力関連業務を受託して実施している公益法人であり、大学との協定締

平成１６年度に学内で支援した研究のうちから５件が平成１７年度科学研究費補助 結は全国では初めての例である。本学では、ＪＩＣＥの蓄積した知識やノウハウを活
金に採択されるなど、大きな成果を上げている。また、これらの研究に関する学内研 用し、学生の国際理解、国際協力に対する視野を広げていくとともに、北海道内の小
究発表会を開催している。 中学校等の現職教員に対しても国際感覚の涵養を目指すことを視野に入れている。平

成１６年度にはＪＩＣＥから延べ８人のスタッフが非常勤講師として派遣され 「比較、
文化 「対照言語学」の講義を実施した。受講した学生の評価も高く、平成１７年度も〔参考：資料編８〕 」
継続して実施する予定である。

また、学生への国際感覚の涵養を促す事業の一環として、本学が当番校となり国連
大学グローバル・セミナーを実施した。テーマは『これからの国際協力と教育－「人◎現職教員のリカレント教育に貢献する取組

本学では、現職教員のリカレント教育に貢献する取組として、北海道教育委員会と 間の安全保障」の視点から－』と教員養成系大学ならではのものに設定したが、同セ
の連携のもとに、札幌校と岩見沢校において「１０年経験者研修」を実施し、５日間 ミナーとして初めて教育を扱うものであった。４７名（うち本学から１４名）の受講
の教科指導専門講座５６講座、３日間の生徒指導専門講座１０講座、約３００人の現 があり、教育と国際協力にかかわる諸問題について理解を深め、学生の国際感覚の涵
職教員を受け入れた。 養の一助となった。

各講座については、少人数を原則として、現職の教員の個々の課題を解決するとと 現職教員の国際感覚の涵養の面では、札幌校において平成14年度から実施している
ともに、発展的な研修を通して教科の専門性を高め、指導力の向上を図った。研修内 カナダ教員研修を３年連続で実施した。これは全国的にも稀な研修システムで、小中
容については、受講者の主体性を重視し、大学院レベルの専門的な内容を中心とする 高等学校の現職教員にとっては、異文化を理解するとともに、外国での教育現場を体
ことや、教科・生徒指導の本質や今日的課題を踏まえた指導など、現職教員の個々の 験する絶好の機会となっており、好評を得たものである。
課題に応えるような研修とした。 一方、国際協力の面では、ＪＩＣＡのプロジェクト技術協力として「エジプト小学

」 。 、また、札幌市教育委員会との連携による１０年経験者研修では、３日間で約７００ 校理数科教育改善 事業を平成15年度から３年計画で実施している ＪＩＣＡ事業は
人の参加があった。同研修は「生徒指導等研修」として位置づけられ、児童・生徒理 従来個別の専門家派遣が中心であり、教員個人としての協力取組が多かったが、本事

、 、 。解や生徒指導上の問題を中心として、計１２講座が開設された。 業は 本学にコンソーシアムを編成し 大学の事業として取り組んでいるものである
さらに、現職教員を対象とした 「現職教員等公開講座」を函館校２講座、旭川校１ また、北海道教育委員会とも連携し協力を得ているものであり、その実施運営体制に、

講座 「免許法認定公開講座」を札幌校１講座、函館校２２講座、釧路校４講座を開設 ついて、ＪＩＣＡ等からも注目されている。平成１６年度は、長期専門家として、道、
した。 教委から派遣された現職教員２名を含む３名が、短期専門家として、延べ３名の元校

このように多くの講座を通じて、本学と現職教員との交流がなされ、学校が抱える 長を含む８名が渡航し、現地でカウンターパート・実験校教員への指導、研修の実施
様々な問題点や課題等が浮き彫りにされ、教育現場につながる実践的な研究や学生指 等に当たった。国内では教師用理数科ガイドブックの改訂、カウンターパートと管理
導へ反映させることにつながったものと思われる。 職の研修計画を策定し、実施した。
〔参考：資料編１５〕 〔参考：資料編１２、１７、２２〕
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また、本学は年度計画に基づき、全学的な国際交流の実施を目的とした教育体制、留
学生用の日本語予備教育の体制、さらに国際協力の共同研究に向けての体制などについ
て、検討した結果、平成１７年度当初に全学センターとして 「国際交流・協力センタ、
ー」を設置することになった。同センターは、国際交流部門と国際協力部門の２部門と
各校センターで構成し、国際交流、協力事業を全学的に一元化し、かつ、各キャンパス
とも有機的に連携し、実施していくことを企図している。ＪＩＣＥとの協定に基づく交
流人事によって国際交流コーディネーターを配置し、センター事業全体の企画等に従事

。 、 、させることとした 本センターの設置により 上述の国際交流・事業もより一層の充実
発展が期待されるものである。

セ ン タ ー 長国際交流・協力センター

(国際交流部門) (国際協力部門)

副 セ ン タ ー 長 副 セ ン タ ー 長国 際 交 流
(国際交流部門担当) (国際協力部門担当)コーディネーター

JICE交流人事)（
専 任 教 員 セ ン タ ー 員
セ ン タ ー 員

プロジェクトチーム

札幌校 函館校 旭川校 釧路校 岩見沢校
センター センター センター センター センター
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
１ 運営体制の改善に関する目標

① 本学の基本理念を達成するため、学長のリーダーシップを高め、全学的な視野に立った経営戦略を確立
するなど、大学運営の効率性、機動性を最大限確保する。中

② 大学の自主・自律を基盤として、21世紀の大学の新しい役割に相応しい大学運営、マネージメントの在
り方を追求する。期

③ これまでの各校のそれぞれの地域で果たしてきた役割と独自性を尊重しつつ、大学としての運営の一体
性を一層有効に果たせるように、大学運営の効率化と改善を図る。目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

① 全学的な経営戦略の確立に関 ● 大学運営体制の一層の戦略性 Ⅲ ・学長の下に理事を長とする７つの室を設置し、各室には室員とし
、 、 、する具体的方策 を高めるため、学長の下に理事 て 理事を補佐する特別補佐及び教員のほか 事務職員を加えて

○ 大学運営のより一層の戦略性 を長とする専門の室を設置し、 活発な活動を行い、企画・立案機能を大幅に強化した。
を高めるため、学長の下に理事 企画・立案機能の強化を図る。
を長とした専門のスタッフで構
成する室を置き、教育研究、点
検評価、国際交流・協力、地域
連携、広報及び情報システムに
関する企画・立案機能を強化す
る。 さらに各校での実施体制
の充実を図る。

○ 経営協議会の委員に学外の有 ● 経営戦略機能を高めるため、 Ⅲ ・経営戦略機能を高めるため、経済界、法曹界、マスコミ関係、教
識者や専門家など外部の人材を 経営協議会の委員に学外の有識 育界、大学関係、同窓会関係から７人の学外の有識者や専門家を
適切かつ積極的に登用し、経営 者、専門家など外部の人材を適 登用し、その発言を本学運営の参考とするなど、経営的視点に立
戦略機能を高める。 切かつ積極的に登用する。 った大学運営に努めた。

② 運営組織の効果的・機動的な ● 効果的・機動的な意思決定プ Ⅲ ・従来６０以上あった各種委員会を整理統合し、５委員会に縮小す
運営に関する具体的方策 ロセスを構築するために、全学 るとともに、企画・立案機能を７つの室に移行し、全学的視点に

○ 全学的な企画・立案機能を委 的な企画・立案機能を委員会か 立った柔軟、迅速な対応を可能にした。
員会から室に移すことによっ ら室に移す。
て、委員会の役割を見直し、よ
り効果的・機動的な意思決定プ
ロセスを構築する。

○ 戦略情報システム（ＳＩＳ） ● 大学評価システム及び大学教 Ⅲ ・大学教育情報システム構築計画の策定に関わり、第一期基幹系シ
として、大学評価システム及び 育情報システムを構築し、経営 ステムを本年度の予算措置により整備した。
大学教育情報システムを構築 戦略上のリーダーシップが発揮
し、経営戦略上のリーダーシッ できるよう情報面から支援する
プが発揮できるよう情報面から ため、現状把握と課題の明確化
支援する。 を図り、大学教育情報システム

構築計画を策定する。

○ 教育研究評議会構成員に附属 ● 教育研究評議会構成員に附属 Ⅲ ・附属学校の代表及びセンターの代表を教育研究評議会のメンバー
学校 センター等の代表を加え 学校 センター等の代表を加え とすることにより、教育研究評議会と附属学校運営会議及びセン、 、 、 、
大学全体の機能的連携を強化す 大学全体の機能的連携を強化す ター運営会議の連携が緊密化され、運営の一体性が高まった。
ることにより運営の一体性を高 ることにより運営の一体性を高
める。 めるために、組織を整備する。

○ 学部と大学院の運営を一体化 ● 学部と大学院の運営を一体化 Ⅲ ・大学院に関する事項を審議してきた研究科運営委員会を廃止し、
して一貫した教育体制を構築す して一貫した教育体制を構築す 全学レベルでは教育研究評議会において、各校レベルでは教授会
ることにより、より効果的・機 る。 において学部教育と大学院教育とを一体的に審議する体制を整え
動的な運営を図る。 ることによって、双方に配慮した審議を行うことができるように

なった。

③ 国立大学間の自主的な連携・ ● 北海道内の国立大学間の連携 Ⅲ ・北海道内国立大学間での連携・協力が可能な業務の抽出、分析を

北海道教育大学
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協力体制に関する具体的方策 ・協力について、経済性・効率 行い企画書を作成した。この企画書を基に、今後、他大学との協
○ 北海道内の国立大学間の連携 性の観点から業務運営面での共 議を開始することとしている。

・協力を強化するため、共同事 同事業等を研究する。
業等の推進を図る。

④ 内部監査機能の充実に関する ● 監事が役員会、教育研究評議 Ⅲ ・監事の職務・権限を適切に発揮するため、監事が役員会等の会議
具体的方策 会及び経営協議会に出席するこ に常時出席できるようにし、大学全体の運営状況について承知し
○ 内部監査機能の充実を図るた となどにより、その職務・権限 てもらうこととした。

め、監事が役員会、教育研究評 を適切に発揮できるようにす ・特に役員会においては、常時出席し、適切な発言を得た。
議会及び経営協議会に出席でき る。 ・また、監事付の事務職員を配置し、監事の支援体制を整備した。
るようにし、運営状況について
の情報提供を行う。

⑤教員・事務職員等による一体的 ● 各種委員会及び室の構成員 Ⅲ ・各委員会及び室の構成員に事務職員を加えることにより、企画・
な運営に関する具体的方策 に 教員の他に事務職員を加え 立案・審議内容に事務作業上の意向が反映され、教員と事務職員、 、

○ 各種委員会及び室の構成に教 一体的な大学運営を目指す。 との協同作業による一体的な大学運営が可能となった。
員の他に事務職員等を加え、一
体的な大学運営を目指す。

ウェイト小計

北海道教育大学
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北海道教育大学

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
２ 教育研究組織の見直しに関する目標

これまでの分校体制を見直し、機能性と統合性を併せ持つ教育・研究組織に再編する。
中

期

目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

教育研究組織の見直しの方向性 ● 平成１８年度概算要求に向け Ⅳ ・ 北海道教育大学将来構想基本方針 （平成１５年８月決定）を「 」
○ 教員養成と新課程の充実発展 て、集約・再編のための、専攻 踏まえ、再編の基本方針、新教育組織の理念・特徴、規模等をま

を期して、各校ごとの小規模の ・コースの内容及び教員配置を とめたマスタープラン「北海道教育大学再編基本計画」を平成１
教員養成への分散と新課程の併 含むマスタープランを作成す ６年１０月に決定し、公表した。
存を止め、単一の大学として効 る。 ・それを受け、学長を本部長とする再編実施本部を設置し、平成１
果的に現代的課題に応えられる ８年度再編実施に向けて、新教育課程の具体化を進め、教員の配
ように、既存の課程を抜本的に 置計画を策定するなど、年度計画を上回って集約・再編の業務を
集約・再編したキャンパスごと 実施した。
の機能分担システムに転換す
る。

ウェイト小計
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北海道教育大学

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
３ 人事の適正化に関する目標

① 教員人事の適正化に関する目標
優れた人材を広く求め、更に教員の質的向上を図るために、教員人事に関する基準を公開し、インセン中

ティブの付与を可能にする業績の適切な評価システムなどを構築する。
② 事務職員に関わる人事の適正化と資質の向上に関する目標期

大学運営の専門職能集団としての機能を強化するため資質等の向上を図る。
目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

① 人事評価システムの整備活用 ● 適切な教員採用等を図るた Ⅲ ・教員選考基準等の見直しを行い、評価項目として 「研究・教育、
に関する具体的方策 め 教員選考基準等を改訂する 上の業績 「管理運営に関わる貢献」の他に、新たに「社会活動、 。 」

」「 」○ 教育・研究・管理運営面を基 に関わる貢献 学校教育を中心とした教育への深い理解と関心
本としつつ、社会貢献を加味し を加え、より適切な教員採用等を行う体制を整えた。
た総合的な業績評価を導入し、
教員人事の適正化を図る。 ● 社会貢献を加味した総合的な Ⅲ ・業績評価の見直しを行った結果、評価項目として新たに「社会活

業績評価の導入に向けて調査・ 動に関わる貢献 「学校教育を中心とした教育への深い理解と」、
研究を開始する。 関心」を加え、より総合的な評価基準を策定した。

② 柔軟で多様な人事制度の構築 ● 人事交流を進めるために他機 Ⅲ ・人事交流を進めるため、他機関と協議を行い、５機関と「職員の
に関する具体的方策 関と協議を開始する。 出向に関する覚え書き」を締結し、本学からの出向者は８人とな
○ 優秀な人材を確保するととも っている。

に、組織業務の活性化等を高め
るため、他機関との人事交流を
積極的に進める。

③ 教員の流動性向上に関する具 ● 選考要領等を制定し、任期制 Ⅲ ・任期制による教育委員会との人事交流等を実施するため 「教育、
」 、体的方策 による教育委員会との人事交流 委員会との人事交流による教員の選考等に関する要項 を制定し

○ 本学の特性を踏まえた教育研 等を実施する。 平成１６年度は北海道教育委員会から任期２年で教授１人を受け
究の活性化を図るため、任期制 入れた。次年度以降さらに増員することとしている。
による教育委員会との人事交流
等を推進する。

、 。④ 女性・外国人等の教員採用の ● 女性教員や外国人教員の採用 Ⅲ ・女性教員等の採用を進める上での課題について 検討を開始した
促進に関する具体的な方策 計画を検討する。

○ 教員の採用に際しては、能力
に応じた公平なシステムのも
と、女性や外国人の採用を積極
的に推進する。

⑤ 事務職員等の資質の向上等に ● スタッフ・ディベロップメン Ⅲ ・スタッフ・ディベロップメント等に関する他大学等の実状調査を
関する具体的方策 ト等に関する他大学等の実状調 行い検討した結果、北海道地区の国立大学が合同で行ってきた研
○ 事務職員としての資質、知識 査を行い、内容の分析・検討を 修については引き続き実施することとし、また、北海道地区国立

・技能等の向上を図るための各 行う。 大学法人等合同研修実施委員会を設置して、事務系職員の職務に
種研修（スタッフ・ディベロッ 対する能力及び資質向上を一層図ることとした 本学独自にも 初。 「
プメント）の実施と内容の充実 任職員研修」を実施した。
を図る。

ウェイト小計
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北海道教育大学

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
４ 事務等の効率化・合理化に関する目標

事務の業務等を見直し、集中化を図り、効率化・合理化を目指す。
中

期

目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

① 事務組織の機能・編成の見直 ● 大学全体の事務組織を一体 Ⅲ ・従来事務局とは別部局であった附属図書館及び各校の事務部を事
しに関する具体的方策 化し、附属図書館及び各校の 務局長の下に置き、連携を密にすることによって、業務をより迅
○ 事務組織を、課題に効果的に 事務部を事務局長の下に置く 速・柔軟に行うことができるようになった。。

対応できるグループ制とし、業
務の合理化・効率化を図る。 ● 事務組織の最小単位である Ⅲ ・全学的に，係を統合したグループ制を導入したことにより，業務

係 を２～３統合させた グ 内容に応じた柔軟な業務実施体制をとることが可能になった。「 」 「
」 、 、ループ制 を導入し 横断的

柔軟性のある組織とする。

● 法人化後の業務に対応する Ⅲ ・ 企画課 「情報化推進室」を新設し、附属図書館事務部を「学術「 」
ため 「企画課」及び「情報 情報室」に改め、また、集中化・一元化の推進のため、札幌校室、
化推進室」を新たに設置する を総務課に、契約室を経理課に、施設課を財務部に組み入れた。
ほか 附属図書館事務部を 学 ・このことにより、法人化後の業務に対応した、より緊密で柔軟的、 「
術情報室」に改める。また、 な事務実施体制を構築することができた。

、集中化・一元化の推進のため
札幌校室を総務課に、契約室
を経理課に、施設課を財務部
（旧経理部）に組み入れる。

② 複数大学による共同業務処理 ● 大学間で共通する管理運営 Ⅲ ・大学間において共通して処理できる業務の検討を行い、８件の事
に関する具体的な方策 や、各種訴訟等の問題を適切 業を「業務分析書一覧」に取りまとめた。
○ 大学間に共通する管理運営 かつ迅速に対応するため、共

や、各種訴訟等の問題に適切か 通事務処理体制を検討する。
つ迅速に対応するため、北海道
内の国立大学間で、共通事務処
理体制を構築するなどの検討を
行う。

③ 業務のアウトソーシング等に ● 業務内容を見直し、アウト Ⅲ ・各部局において業務内容の見直しを行い、アウトソーシングの導
「 」 。関する具体的な方策 ソーシングを導入すべき業務 入について検討した結果について 業務分析書一覧 にまとめた

○ 業務内容を見直し、アウトソ を検討する。 ・事務局全体の業務についての見直しを行い、より積極的にアウト
ーシングを積極的に検討する。 ソーシングの導入を図るための検討会を設置した。

ウェイト小計

ウェイト総計
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北海道教育大学

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項

◎大学運営の機動性・活性化を図るため、組織体制を改変した取組 ◎教育研究機関と連携を図り、人事面から大学を活性化する取組
新たな大学法人制度の下で、機動性の高い大学運営を行うため、学長の下に理事を 本学は、人事面からの大学活性化を図る取組として、教育研究面においては、北海

、 、中心とした７つの室を設置し、全学委員会が担っていた企画立案機能をそれら７つの 道教育委員会及び札幌市教育委員会との教育職員の人事交流 管理運営面においては
室に移した。同室の構成員は学長が必要に応じ指名できるため、構成員の選出を各校 他の国立大学法人及び国立高専機構機関との事務職員の人事交流、また、国際交流・
に委ねていた従来の全学委員会に較べ機能的であり、新たな課題に柔軟・迅速に対応 協力センター設置にあわせて、日本国際協力センター（ＪＩＣＥ）との人事交流を実
できる効果的・効率的な意思決定プロセスが構築された。なお、６０以上あった全学 施した。
委員会は、所掌業務の洗い出しを行い、５つに整理統合し、スリムでシンプルな運営 第一に、教育研究面における北海道教育委員会及び札幌市教育委員会との教育職員
組織とした。 の人事交流においては、各々二つの協定を締結した。一つは両教育委員会所管の公立

法人運営上の重要課題である経営戦略機能を強化するために、経営協議会委員に学 学校と北海道教育大学附属学校との間で教頭・教諭等の人事交流を実施することによ
外の有識者、専門家等を登用した。学外委員の経営協議会における多くの意見等は、 り、相互の教員の資質向上と教育研究の一層の充実を図るもの、いま一つは教育委員
本学経営の財政的安定を図る上で、非常に有益なものとなっている。また、学外から 会の職員を大学教員として受け入れ（任期制）人事交流を図ることにより、両者の連
登用された監事の、役員会、教育研究評議会及び経営協議会への出席を可能とし、そ 携協力の一層の推進を図り、共同して教育上の諸課題に関する基礎的・実践的研究を
れら会議において出された意見は、大学運営の改善、効率化に寄与している。 行い、本学はもとより道内の教育の充実・発展を図ることを目指したものである。前

、 、大学全体の機能的連携の強化を図り、大学運営の一体性を高めるために、教育研究 者は 従来から行われていたものを法人移行後の身分や勤務条件等を明確にするため
評議会の構成員に６センターの代表者と１１附属学校 園 の代表者を加えた また あらためて締結したものである。後者は、豊富な現場経験を有する教育職員を受け入（ ） 。 、
各種委員会及び各室の構成員に事務職員を加えたことにより、企画立案業務に直接参 れることにより、学生の実践力向上が期待され、大学での教育研究の成果を教育行政
画し、業務実施の迅速性・適格性が高まった。 に反映させることができる等、様々な相乗効果が期待される。

第二に、管理運営面における他の国立大学法人及び国立高専機構機関との人事交流
については、従前から積極的な交流を実施してきたが、法人移行に伴い出向形式での〔参考：資料編４、２３〕
人事交流を行うことが求められ、本学においては「国立大学法人北海道教育大学職員
出向規則」を定め、交流職員の身分等を明確にし、交流の円滑な実施のための制度整
備に努めた。また、これら地域間の交流以外にも、本学の国際交流事業推進のため国◎大学運営の戦略性を図るため、システム創設の取組

大学運営における経営戦略上のリーダーシップが発揮できるような経営戦略情報シ 際交流・協力センターを設置したことに伴い、日本国際協力センター（ＪＩＣＥ）と
ステムを構築するため、当面、必須要件となる大学評価システムの構築に取り組んで の相互協力協定に基づく人事交流の覚書を締結する等、各種事業の推進に向けた交流
いる。大学評価システムについては、その基盤となる大学教育情報システム・財務会 人事に向けて積極的な取組を実施した。
計システム・人事管理システム等及び大学基本情報システム（仮称）の構築と各シス
テムの連結について、検討を行った。
（１）大学教育情報システム

学籍情報等を取り扱う大学教育情報システムは、既存の学内キャンパス情報ネッ
トワークを活用し、学生・教員・事務エリアをＷＥＢ環境によりシームレスに接続
することで既存の業務を改善し、学生へのサービス向上を図るとともに、教育支援
機能を実現し、大学教育全般を改善するものとして、平成１６年度に第１期分とし
て基幹系システムを導入した。

（２）財務会計システム
財政を取り扱う財務会計システムは、平成１６年度から本稼働を開始し、資産の

管理、収入・支出の運用を行い、財務状況に関する情報を定期的に提供している。
（３）人事管理システム等

汎用システムとして教職員のデータを蓄積している人事管理システムや図書館情
報システムなどのシステムは、すでに稼働している。

（４）大学基本情報システム（仮称）
大学基本情報システム（仮称）は、平成１６年８月に大学評価・学位授与機構が

発表した大学情報データベース構想を基に、システムの構築に必要な情報の収集を
行っており、このシステムに直接関連する大学評価システムの設計に向けた取組を
開始した。

（１）と（４）のシステムの早期構築に向けた取組を重点的に進めてきており、併
せて、経営戦略情報システムの設計に向けた関連情報の収集を行った。
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北海道教育大学

Ⅲ 財務内容の改善
１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標

① 科学研究費補助金その他研究助成金等の増加を図る。
② 自己収入の安定的確保を図る。中

期

目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

① 科学研究費補助金 受託研究 ● 科学研究費補助金及び公募助 Ⅲ ・本学過去５年間の科学研究費補助金採択状況を調査して本学の現、 、
奨学寄附金等外部資金増加に関 成金事業等への申請を奨励する 状を把握し、研究支援の方策を検討した。
する具体的方策 ために、過去の採択状況を調査 ・その方策に基づき、科学研究費補助金への申請を義務づけた研究

○ 科学研究費補助金及び公募型 し、学内措置を検討し、実施す 計画の公募を行い、採択された計画に研究費を配分して支援を行
助成金事業等への申請を奨励 る。 った。
し、中期目標期間中に、教員数
の５０％以上の申請件数を達成 ● 科学研究費補助金を申請し採 Ⅲ ・平成16年度科研費補助金の採択を得られなかった研究のうち、今
し、採択件数の増加に努める。 択されなかった研究計画を次年 後の研究発展が見込まれるものについて、科学研究費補助金への

度以降の採択に向けて支援す 申請を義務づけた研究経費への応募を促し、採択された計画に研
る。 究費を配分して支援を行った。結果、その内から平成１７年度科

学研究費補助金に６件採択された。

○ 大学の研究内容と成果に関わ ● 大学の研究内容と成果に関わ Ⅲ ・本学の研究者総覧及び研究発表一覧についての現状を把握し、他
る情報を学内外に提供し、共同 る情報発信体制の整備に着手す 大学の情報発信体制について調査を行った。
研究、受託研究等の外部資金の る。 ・本学が情報発信すべき研究内容の項目及び発信形態について検討
増加に努める。 を行い、研究者個人が研究者総覧に関する情報を更新できるシス

テムを構築する方針を打ち出した。

● 大学の研究内容と成果に関わ Ⅲ ・大学の研究内容と成果に係わる情報を総合的に発信する情報シス
、 。る情報を学内外に提供するシス テムとして 以下の要件を持つことが望ましいとの結論に達した

テムを構築するために現状を調 ①学術情報一般を総合的に発信し、各教員等が随時変更できるこ
査する。 と

②教育活動や社会貢献活動も発信できること
③教員の個人データを総合的に調査・収集・評価するシステムの
中に組み込まれていること

② 自己収入の安定的確保に関す ● 安定した入学志願者確保のた Ⅲ ・大学案内と大学案内リーフレットを作成し、受験生・高等学校等
る具体的方策 め、入試広報用パンフレット並 へ配布した。
○ 入試広報等を充実し、確実な びに入試関係ホームページの充 ・入試関係のホームページにおいて学生募集・合格者・再編計画に

学生確保に努め、安定的収入の 実を図る。 ついての情報を掲載した。
、 、確保を図る。 ・再編リーフレットを作成し 全国の高等学校へ配布するとともに

本学のこれまでの志願状況を基に道内の主な高等学校85校を訪問
し、説明を行った。

ウェイト小計
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北海道教育大学

Ⅲ 財務内容の改善
２ 経費の抑制に関する目標

管理的経費の抑制を図る。
中

期

目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

管理的経費の抑制に関する具体的 ● 事務処理の簡素化・集中化が Ⅲ ・業務見直しのための全学検討会を設置し、効率的な業務実施に向
方策 可能な業務を調査し、実施に向 けて検討を開始した。

○ 事務処理の簡素化・集中化を けて検討を行う。 ・さらに管理的経費抑制プロジェクト会議を設置し、私立大学の事
図り、管理的経費について、中 務処理内容を参考にしながら、事務処理の簡素化・集中化が可能
期目標期間中、毎事業年度、対 な業務について具体的な検討を行い、決裁事務の一部を簡素化し
前年度比１％の効率化を図る。 た。

● 光熱水料等一般管理費の節減 Ⅳ ・電気料金、電話料金、複写機、刊行物等の契約内容を見直すなど
方法を検討し、実施する。 節減方法を検討し、行動計画・節減目標額を設定して実行した結

果、目標額を大きく上回る節減を達成した。

○ テレビ会議システム等を有効 ● テレビ会議システム等の活用 Ⅲ ・管理経費抑制プロジェクト会議においてテレビ会議システム等の
に活用し、経費の節減を図る。 方法を調査・検討し、経費の節 有効活用について検討を行い、原則テレビ会議開催を徹底するこ

減を図る。 とによって、テレビ会議の利用頻度の向上及び経費節減を達成し
た。

ウェイト小計
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北海道教育大学

Ⅲ 財務内容の改善
３ 資産の運用管理の改善に関する目標

資産の使用状況を適切に把握し、有効利用を図るとともに外部資金等の安定的運用を図る。
中

期

目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

資産の効率的・効果的運用を図る ● 保有資産等をデータベース Ⅲ ・保有資産についてのデータベースを作成した。
ための具体的方策 化し、利用案内を作成する。 ・他大学の利用案内状況を調査し、利用案内を作成して利用環境の
○ 保有資産等の情報を共有化し 整備を行った。

資産の有効利用を図るととも
、に、外部資金等の安定的運用を ● 外部資金等の安定的運用を Ⅲ ・各大学の運用状況及び金融機関等の利率状況を調査するとともに

図る。 図るための調査を実施する。 外部資金等運用による利息収入の試算を行い、検討を進めた。

ウェイト小計

ウェイト総計
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北海道教育大学

Ⅲ 財務内容の改善に関する特記事項

○予算執行における効率化的執行に関する取組◎科学研究費補助金導入を推進し支援する取組
学術研究推進室に科学研究費補助金申請支援を専門に行う特別補佐を置いた。特別 予算の執行について、１２月における執行状況を把握の上、予算の残額に対する１

補佐を中心にすべての教員にアンケート調査を行い、教員が科学研究費補助金申請に 月から３月の執行計画を提出させ、執行計画の内容を精査し、効率的な予算の執行に
どのような困難を感じているかを調べた。さらに、科学研究費補助金申請のための説 努めた。
明会などを行い、申請数の増加に努めた。その結果、平成１６年度申請と比較して、 ○以上のような取組により、管理経費の節減等、及び収入の増額とにより、２億円強
申請件数で８件増加、採択件数で２件増加、金額で１，１１４万円増加した。 の繰越金となることが出来た。

◎財政面で、管理的経費の抑制に関する取組

○管理的経費の抑制に関する取組
管理的経費の縮減を図る目的で、平成１６年７月、事務局各課・室の総括主査又は

主査を構成員とする「管理的経費の抑制に関するプロジェクト会議」を設置し、光熱
水料（電気・水道・ガス・重油 、電話料、複写機使用料、定期刊行物、会議旅費等に）
おける管理的経費の縮減・抑制の方法について、具体的な検討を行い経費の大幅な縮
減を図ることが出来た。
（１）光熱水料等の縮減・抑制

１）電気料 前年比（△ 1.87%）の減
・業務用ウィークエンド電力へ契約方法を見直した。
・廊下、休憩時間の事務室・講義室等の消灯の励行

２）上下水道料 前年比（△ 11.48%）の減
・節水に関するＰＲの実施

３）ガス料 前年比（△ 11.01%）の減
・ガスストーブの補助暖房使用の自粛を徹底

４）電話料
・電話料について、複数業者の価格比較を行い、安価なものへの契約変更を実
施した。

・電子メール活用の徹底
５）重油使用量 前年比（△ 2.65%）の減
６）複写機使用料

・ホームページを活用した各種通知文等の配付の見直しを実施
・単価の安価な機種への契約変更を実施

７）新聞・定期刊行物
・購読状況の調査を実施し、購読の廃止及び部数の減などの見直しを実施

（２）会議旅費の節減
学内キャンパスが遠隔地に分散していることから、学内の会議、委員会、事務打ち

合わせ等にＴＶ会議システムを積極的に活用することにより、経費の節減を図った。

○業務の効率化に関する取組
（１）入学料、検定料、傷害保険等の学生諸納付金について、郵便振替及び銀行振込

による徴収方法を導入し、窓口業務の省力化と収納事務の効率化を図った。
（２）支払事務は、事務局に一元化し処理しているが、従来の支払時の支払書類の送

付を止め、財務会計システムによる支払一覧に基づき処理することにより、郵送
期間のタイムラグをなくし迅速な支払処理が可能となった。また、ファーム・バ
ンキングによる支払方法を導入し、金融機関への振込明細等の電子化を実施し、
支払業務の効率化を図った。
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北海道教育大学

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供
１ 評価の充実に関する目標

① 厳正な自己評価の実施と、第三者による評価を主体的に活かした教育研究の質的向上を大学の基本的活
動として定着させる。中

② 自己点検・評価及び第三者評価を実施し、評価結果を大学運営の改善に十分に反映させるとともに、社
会に公表する。期

目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

① 自己点検・評価の改善に関す ● 大学計画評価室を設置し、評 Ⅲ ・大学計画評価室を設置し、評価手法について検討した結果、ＰＤ
る具体的方策 価・改善システムの研究を行う ＣＡサイクルを取り入れた評価・改善システムを採用することと
○ 大学計画評価室を設置し、教 とともに、年度計画の達成状況 し、これを「目標管理について」という形で周知した。これに基

育研究活動、社会貢献、大学運 について評価を行う。 づき 「点検評価規則」及び「点検評価実施要項」等を定めて評、
営の評価システムの構築・分析 価に関する実施体制を整備し、１２月に年度計画の中間報告をま
評価、改善指導等について企画 とめた。
立案等を行い、評価機能を強化
する。

② 第三者評価導入に関わる具体 ● 大学計画評価室において第三 Ⅲ ・大学計画評価室において、今後の自己評価活動に際し、外部の視
的な方策 者による評価が求められる業 点をいかに反映させるべきかについて検討し 「北海道教育大学、
○ 点検評価に第三者の視点を反 務、評価事項及び評価機関の調 の自己評価活動に外部の視点を反映させるに際しての基本的な考

映させるため、外部評価を実施 査・研究を行う。 え方」としてまとめた。
する。

ウェイト小計
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北海道教育大学

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供
２ 情報公開等の推進に関する目標

本学の教育研究活動及び運営状況に関する情報を社会に向けて積極的に公表する。
中

期

目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

○ 広報企画室を設置し、大学情 ● 本学の大学情報全般を学内外 Ⅲ ・広報企画室を設置するとともに、株式会社電通北海道と協定を締
報の積極的な提供について企画 に積極的に提供するために広報 結して広報アドバイザーを迎え、広報誌やホームページの充実を
立案するとともに、広報活動に 企画室を設置し、ホームページ 図るなど大学としての広報戦略機能を強化する体制を整えた。

、 「 」 、 。係る連絡調整を行う。 の充実を図るとともに 「学園 ・従来の冊子版 大学案内 に加えて リーフレット版を作成した
だより」の刷新 「大学案内」 ・ 学園だより」を刷新し、学生を加えた編集体制による「HUE-LA、 「
のリーフレット版を作成する。 NDSCAPE」を発行した。

○ 本学の中期目標、財務内容、 ● 広報企画室と他の部門が密接 Ⅲ ・広報企画室会議を定例的に開催し、大学のトピックスに関わる広
入学試験、卒業生の進路状況、 に連携し、本学の広報活動体制 報戦略について、関係部署の職員を必要に応じ加えて具体的に検
教育研究活動など、諸活動に関 の充実を図る。特に、入学広報 討した。
する情報全般を学内外に積極的 活動の抜本的強化を図る。 ・大学案内とともに大学案内リーフレットを作成した。
に提供する。 ・入試関係のホームページに学生募集、合格者、再編計画の情報を

掲載した。
、 、・再編リーフレットを作成し 全国の高等学校へ配布するとともに

本学のこれまでの志願状況を基に道内の主な高等学校85校を訪問
し、説明を行った。

ウェイト小計
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北海道教育大学

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供
３ その他の目標

教職員の行動規範を定め、学内外に周知・公表する。
中

期

目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

○ セクシュアル・ハラスメント ● セクシュアル・ハラスメン Ⅲ ・ 国立大学法人北海道教育大学におけるハラスメントの防止等に「
の防止を含め、適正な修学及び ト防止を含め、教職員が守る 関する規則（仮称 」の素案を作成し、検討を進めた。）
就労環境を確保する目的から、 べき倫理に関するガイドライ
教職員が守るべき倫理に関する ン作りを開始する。
ガイドラインを定め、学内外に
公表、周知を図る。

ウェイト小計

ウェイト総計
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北海道教育大学

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する特記事項

◎大学計画評価室の創設により運営を自己評価する取組
本学では教育研究・大学運営等の中期計画・年度計画の実行具合を自己点検・評価

するため 「国立大学法人北海道教育大学運営規則」を定めて、学長の下に大学計画評、
、 。 、価室を設置し 同室に理事・特別補佐・室員等の構成員を置いた 同室設置の目的は

自己点検・評価が継続的かつ漸進的に行われ、その結果、国立大学法人として継続的
に質的向上を図ることを目的としている。同室は点検・評価に関して主導的役割を果
たすとともに、同室に企画調査部門と評価活用部門を置いて、中期計画等の全体を見
据えた自己点検・評価に関する調査と、活用面等についての調査を担当することとし
た。また同室は今年度 「点検評価運営規則」を作成し、大学計画評価室等の点検・評、
価組織の定義と役割を定め 「平成１６年度点検評価実施要項」で自己点検・評価の目、
的・方法等を定め、さらに「平成１６年度点検評価実施要領」で点検・評価の基本方
針を定めた。

自己点検・評価が継続的に行われるためには、絶えざる点検と反省点の抽出、そし
てその反省点を次回に生かすという、点検・評価の一連のサイクルが必須であること
は言を俟たない。本学ではこのため、点検・評価に関する「目標管理」という、この
サイクル実施のシステムを立案した 「目標管理」のシステムの特徴を簡潔に言えば。

P（Plan）→D（Do）→C（Check）→A（Action）
の考え方を応用して 計画 P と実行 D そして点検 C それを踏まえた行動(A)、 （ ） （ ）、 （ ）、
のサイクルを各部局が連続的に展開してゆくものである。そしてこの「目標管理」は
大学計画評価室がその実行を主導し、チェックするので、これによって、責任部局に
より行われた事業・点検・評価を再度、大学計画評価室が、別の視点からチェックす
る、言わば二重の点検・評価体制を取るようにした。

大学計画評価室は、現在、責任部局から出された評価案をチェックし、次年度に向
けた課題をチェックしているが、年度計画の評価・改善の方法等については、引き続
き検討することとしている。

〔参考：資料編２０〕

◎広報の充実を図る取組
本学は、理事を室長とする広報企画室を設置し、学内外への大学情報の発信のあり

方について種々検討するとともに、学内の他の部門と密接に連携し、今年度は特に次
のような取組を実施した。

（１ 「学報」を始めとするすべての大学刊行物に意識的に学長のメッセージを掲載し、）
学長の言葉を通して学内外に大学の目指している方向と活動等が伝わるよう工夫
した。

（２）電通北海道に「広報アドバイザー」を委嘱し、入試広報を中心とする広報体制の
充実を図るとともに、内部コミュニケーション手法の開発に着手するなど、学内
向けの情報発信体制の強化を目指した。

（３）学生課が作成してきた学生向け広報誌「学園だより」を広報企画室の所掌とし、
学生をも加えた編集局を新設し、名称変更（ ヒュー・ランドスケープ ）を含む「 」
大幅なリニューアルを実行し、発行を行った。

（４）従来、入試課で作成してきた受験生向けの「大学案内」等を広報企画室の所掌と
し、内容・デザインを一新した「大学案内」及び新たに「大学案内」リーフレッ
ト版・を作成した。

（５）ホームページの運用、維持・管理を、情報化推進室（事務部門）の協力の下に広
報企画室が行うこととし、リニューアルするとともに、更新の頻度を高め、迅速
化を図った。



- 42 -

北海道教育大学

Ⅴ その他業務運営
１ 施設設備の整備等に関する目標

「ゆとりと調和」が感じられるキャンパスづくりを目指す。
中

期

目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

施設等の整備に関する具体的方策 ● 教育目標・アカデミックプラ Ⅲ ・アカデミックプラン（再編計画）に基づいて、岩見沢キャンパス
○ 教育目標・アカデミックプラ ン等の計画に従って、教育研究 の整備計画案を作成した。また、岩見沢キャンパス施設整備に関

ン等の計画に従って、教育研究 活動に応じた施設の改修等の計 し、はまなす教育情報化推進機構から財政支援を受け 「アート、
活動に応じた施設の改修等を計 画方針、及び「ゆとりと調和」 ファクトリー棟」新営工事の実施を計画している。

、 、画する。 が感じられる施設整備方針の検 ・改修計画や施設整備 キャンパス・マスタープラン作成のために
討を開始し、教育研究活動の基 施設実態調査や他大学等のキャンパス・マスタープラン等の収集
盤となるキャンパス・マスター を行った。
プラン作成のために、基礎資料
の収集や問題点等の調査・検討
を行う。

○ 国からの施設費補助金のみな ● 地方公共団体との連携及びＰ Ⅲ ・キャンパス所在地を中心とした自治体（６市９町）と教育研究、
らず、地方公共団体との連携、 ＦＩ（民間資金等を活用した公 地域貢献等に関わる協定を積極的に締結した。また、岩見沢キャ
ＰＦＩ等、多様な整備資金の導 共施設の整備）等の事業導入の ンパス施設整備に関し、はまなす教育情報化推進機構から財政支
入を図る。 ための調査・検討を行う。 援を受けた。

・各国立大学法人におけるＰＦＩ事業の導入状況について調査を実
施した。

○ 施設設備の長期使用を図るた ● 基幹設備の長期使用を図るた Ⅲ ・データベース化に関する他大学の資料や修繕・更新等技術基準に
め、修繕周期・更新周期等をデ め、修繕周期・更新周期等のデ 関する資料を収集し検討を進めた結果、データベース化する基幹
ータベース化し、これに基づい ータベース化に向けて調査・検 設備項目を決定した。
た適切な修繕・更新を実施す 討を行う。
る。

○ 交通動線、植栽、サイン等の ● 交通動線、植栽、サイン等屋 Ⅲ ・交通導線、植栽、サイン等屋外環境を含めたバリアフリー対策等
、「 」 。屋外環境、バリアフリー対策等 外環境、バリアフリー対策等、 の資料を収集し バリアフリー対策等の基本方針 を策定した

の整備を適切に行い、学外者か 学外者からも関心を持たれるキ ・本学（附属学校を除く）のバリアフリーに関する総合的な図面を
らも関心を持たれるキャンパス ャンパスづくりを目指すため、 作成した。
づくりを目指す。 施設整備方針を検討する。

ウェイト小計
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Ⅴ その他業務運営
２ 安全管理に関する目標

「安全で快適な環境」のキャンパスづくりを目指す。
中

期

目

標

進行 ウェ
中期計画 年度計画 判断理由（実施状況等）

状況 イト

労働（教育研究）環境の安全管理 ● 労働安全衛生法等を踏まえ Ⅲ ・安全衛生委員会を各キャンパスに設置するとともに、全学的な安
○ 労働安全衛生法等の労働（教 た安全管理・事故防止に関す 全管理等に関する重要な事項を検討するため安全衛生管理委員会

育研究）環境関係の諸法令への る具体的方策を検討する体制 を設置し、安全管理等に関する方策を検討する体制を整備した。
対応を適格に実施するための全 を整備する。
学的な体制を整備する。

○ 附属学校の施設整備にあたっ ● 防犯対策に配慮した施設整 Ⅲ ・既存防犯施設調査を行い、既存防犯施設平面図を作成した。
ては、防犯対策に十分な配慮を 備のため、実状を調査する。
しつつ実施する。

○ 安全で快適な学校生活のため ● 安全で快適な学校生活のた Ⅲ ・安全管理マニュアルを充実・整備するための情報収集、検討を行
、 。に安全管理マニュアルを充実さ めに安全管理マニュアルを充 い ５キャンパスにおける災害時の被害状況報告体制を整備した

せると共に、避難訓練（火災・ 実させるとともに、避難訓練 ・定期的に各事業場で地震や火災を想定した避難訓練を実施すると
地震・不審者対応等）を定期的 を定期的に実施する。 ともに、附属学校において不審者侵入時の対策マニュアルの整備
に実施する。 及び防犯訓練を実施した。

ウェイト小計

ウェイト総計
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Ⅴ その他業務運営に関する特記事項

◎構内の安全管理対策のさらなる充実を目指す取組
近年、危機管理体制の確立と一層の強化が求められるなか、本学では安全で快適な

学校生活構築のため、安全管理（防犯）マニュアルの充実を図るとともに、効果的な
防災（防犯）訓練を各事業所ごと定期的に実行してきた。特に、最近、学校を発生場
所とする犯罪件数が急増している状況下にあって、幼児・児童・生徒の安全確保が重
大かつ緊急の課題となっている。

本学では、防犯マニュアルについては文部科学省が作成した「学校への不審者侵入
時の危機管理マニュアル」をモデルとしつつ、各校がそれぞれの実情に即した独自の
マニュアルを策定しており、各校の実態に見合うものとなっている。また現在は、Ｐ
ＴＡ及び地域との連携を図る等、さらに実効性を高めるための整備を進めている。

防犯訓練については、各校において毎年実施しているが、今年度はより実践的な訓
練や研修の実施、さらには子どもたちに対する防犯教育の充実を図った。

また、本学では１１附属学校が４キャンパスに分散しているため、正副学校（園）
長会議、附属学校運営会議等において、機会がある毎に安全管理状況の確認、安全管
理に関する周知、注意喚起等を行っている。
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Ⅵ 予 算 （ 人 件 費 見 積 も り を 含 む 。 ） 、 収 支 計 画 及 び 資 金 計 画

※ 財務諸表及び決算報告書を参照

Ⅶ 短 期 借 入 金 の 限 度 額

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

該当なし１ 短期借入金の限度額 １ 短期借入金の限度額
１９億円 １９億円

２ 想定される理由 ２ 想定される理由
運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により 運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により

緊急に必要となる対策費として借り入れすることも想 緊急に必要となる対策費として借り入れすることも想
定される。 定される。

Ⅷ 重 要 財 産 を 譲 渡 し 、 又 は 担 保 に 供 す る 計 画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

計画の予定なし 計画の予定なし 該当なし

Ⅸ 剰 余 金 の 使 途

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の 決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の 該当なし
質の向上及び組織運営の改善に充てる。 質の向上及び組織運営の改善に充てる。

北海道教育大学
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Ⅹ そ の 他 １ 施設・設備に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 決定額（百万円） 財 源

総額 施設整備費補助金 総額 施設整備費補助金 総額 施設整備費補助金
（ ） （ ） （ ）・小規模改修 ２５７ ２５７ ・小規模改修 ５２ ５２ ・小規模改修 ４７ ４７

・災害復旧工事 ・災害復旧工事 ・災害復旧工事

（注１）金額については見込みであり、中期目標を達成するために必要 （注）金額は見込みであり、上記のほか、業務の実施状況等を勘案した
な業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や老朽度合等を 施設・設備の整備や、老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等が
勘案した施設・設備の改修等が追加されることもある。 追加されることもあり得る。

（注２）小規模改修について１７年度以降は１６年度同額として試算し
ている。

なお、各事業年度の施設整備費補助金については、事業の進展
、 、等により所要額の変動が予想されるため 具体的な額については

各事業年度の予算編成過程等において決定される。

○ 計画の実施状況等

計画と実績との差異は、災害復旧費に係る工事請負契約について、契約金額が見込額よりも５百万円減少
したことによる。

北海道教育大学
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Ⅹ そ の 他 ２ 人事に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

「Ⅱ業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するた(1) 教育・研究・管理運営面を基本としつつ、社会貢献を加味した総 (1) 社会貢献を加味した総合的な業績評価の導入に向けて調査・研究
めの措置」P31、参照合的な業績評価を導入し、人事の活性化を図る。 を開始する。

(2) 優秀な人材を確保するとともに、組織業務の活性化等を高めるた (2) 人事交流を進めるために他機関と協議を開始する。
め、他機関との人事交流、民間からの人材登用などを積極的に進め (3) 適切な教員採用等を図るため、教員選考基準等を改訂する。
る。 (4) 女性教員や外国人教員の採用計画を検討する。

(3) 教員の採用は原則的に公募とし、教育業績の重視など採用基準を (5) スタッフ・ディベロップメント等に関する他大学等の実状調査を
明確化する。 行い、内容の分析・検討を行う。

(4) 本学の特性を踏まえた教育研究の活性化を図るため、任期制によ （参考１）１６年度の常勤職員数 ８１５人
る教育委員会との人事交流を推進する。 また、任期付職員数の見込みを３人とする。

(5) 教員の採用に際しては 女性 外国人の採用を積極的に推進する （参考２）１６年度の人件費総額見込み ７，９５７百万円（退職手当、 、 。
(6) 北海道内の国立大学間の連携・協力を強化するため、事務職員等 は除く）

の人事交流を推進する。
(7) 附属学校教員の大学院での研修を積極的に推進する。
(8) 事務職員としての資質、知識、技能等の向上を図るため、各種研

修（スタッフ・ディベロップメント）の実施と内容の充実を図る。

（参考） 中期目標期間中の人件費総額見込み 百万円（退職手47,082
当は除く）

（参考）

平成１６年度

（１） 常勤職員数 ８２０人

（２） 任期付職員数 １人
※人事交流による教員

（３）① 人件費総額（退職手当を除く） ７,９１４百万円

② 経常収益に対する人件費の割合 ７３.０％

③ 外部資金により手当した人件費を除い ７,９０８百万円
た人件費

④ 外部資金を除いた経常収益に対する上 ７２.９％
記③の割合

⑤ 標準的な常勤職員の週あたりの勤務時 ４０時間 分
間として規定されている時間数

北海道教育大学
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（ 、 ）○ 別表 学部の学科 研究科の専攻等

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

(a) (b) (b)/(a)×100
(名) (名） （％）

教育学部 ４，８４０ ５，２９４ １０９
学校教育教員養成課程 ２，６４０ ２，８９９ １１０
養護教諭養成課程 １６０ １９４ １２１
生涯教育課程 ６６０ ７３２ １１１
国際理解教育課程 ２４０ ２６４ １１０
芸術文化課程 ４４０ ４６８ １０６
地域環境教育課程 ４００ ４１４ １０４
情報社会教育課程 ３００ ３２３ １０８

教育学研究科 ３２８ ３７０ １１３
学校教育専攻 ４８ ５０ １０４
教科教育専攻 ２５０ ２７２ １０９
養護教育専攻 １２ １２ １００
学校臨床心理専攻 １８ ３６ ２００

特殊教育特別専攻科 ３０ １８ ６０
重複障害教育専攻 １５ １３ ８７
情緒障害教育専攻 １５ ５ ３３

養護教諭特別別科 ４０ ２４ ６０

附属学校園 ３，６４８ ３，６０８ ９９
附属札幌小学校 ５０４ ５０８ １０１
附属函館小学校 ４８０ ４８０ １００
附属旭川小学校 ４８０ ４７０ ９８
附属釧路小学校 ４８０ ４５９ ９６
附属札幌中学校 ３８４ ３９５ １０３
附属函館中学校 ３６０ ３５０ ９７
附属旭川中学校 ３６０ ３６４ １０１
附属釧路中学校 ３６０ ３４３ ９５
附属養護学校小学部 １８ １８ １００
附属養護学校中学部 １８ １６ ８９
附属養護学校高等部 ２４ ２８ １１７
附属函館幼稚園 ９０ ８８ ９８
附属旭川幼稚園 ９０ ８９ ９９

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

○ 計画の実施状況等

定員充足率について
・教育学部養護教諭養成課程（１２１％）

、 、この課程に限らず 合格者のうち本学に入学する学生の割合を予測することは極めて難しいが
その予測困難性が結果としてこの数字となった。なお、収容数１９４名のうち４名は編入学試験
により入学した学生である。

・教育学研究科学校臨床心理専攻（２００％）
平成１４年度に設置したこの専攻の募集人員は９名だが、他の専攻に比して非常に志願者が多

く、優秀な学生を確保するために募集人員を超えて合格者を確定している。
また、この専攻は札幌校・岩見沢校をベースキャンパスにし、他の３キャンパスをサテライト

として組織しているが、サテライトに在籍する学生を含めて教育効果が上がるように努めている
ことから、全体的に収容定員を上回った収容数となっている。

・特殊教育特別専攻科情緒障害教育専攻（３３％）
近年は志願者数が少なく、学生確保に苦慮しているところだが、今後は学校支援教育の充実が

大きく求められていることから、志願者が増加することが期待される。
・養護教諭特別別科（６０％）

平成１３～１５年度の定員充足率は７３～９０％であり、また今後は推薦入学の割合を高める
ことなどによる志願者の増加が見込まれることから、定員充足率は高まるものと予想される。

・附属養護学校高等部（１１７％）
生徒の障害の程度や多様化が年々強まる中、本学養護学校の役割に対する期待が毎年定員を超

える入学希望者数に反映されていると考えており、その期待に少しでも応えることが本学の責務
であると考えた結果がこの収容数である。

北海道教育大学
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各事業年度に係る業務の実績に関する報告書 以下 実績報告書 という については 国立大学法人及び大学共同利用機関法人の各年度終了時の評価に係る実施要領 平（ 、「 」 。） 、「 」（
成16年10月25日 国立大学法人評価委員会決定）及び以下のことを踏まえ作成してください。なお、これにより難い事項がある場合は、担当課までご相談ください （記載にあ。
たっては、必要に応じて参考１の記載例を参考にしてください ）。

○ 作成にあたっての基本的な考え方

（１） 年度計画の実施状況については、記載事項ごとに、その進行状況や計画を実施するために講じた措置等を具体的に記載してください。

（２） 実績報告書のみにより計画の進行状況が確認できるように、できるだけわかりやすく簡潔に記載してください。なお、実績報告書は評価結果の一部として公表いたし
ますのでご留意ください。

（３） 記載に当たっては、各法人の考える達成水準に照らして、どの程度達成できたかを踏まえるものとし、可能な限りそれがわかるように記載してください。

（４） 全体の分量については、特に枚数制限は設けませんが、簡潔に記載する観点から、年度計画の記載総分量に対し2倍程度までを目安としてください。

５ 基本的には実績報告書のみにより計画の進行状況等を確認することができるようにすることとし 必要に応じて参考資料を添付してください 添付の方法は下記 実（ ） 、 。（ 「
績報告書の提出方法等 （１）及び（３）を参照。なお、参考資料は原則として公開扱いとします ）」 。

○ 実績報告書の提出方法等

（１） 実績報告書は、表紙以外の各頁右上に大学名を記載のうえ、書面５０部及び電子媒体（フロッピーディスク等）を文部科学省高等教育企画課国立大学法人評価委員会
室評価委員会係に提出してください。また、参考資料を添付する場合は、実績報告書とは別に「資料編」として整理し、書面１０部（電子媒体は求めません ）を提出。
してください。

（２） 書面は、A3横長用紙に横書きのものをA4サイズに縮小のうえ、両面印刷とし、左側2箇所綴じとしてください。電子媒体には、法人名を記載し、ファイル名は文書の
内容と法人名が分かるように設定してください。また、一太郎ファイル（その他のファイル：MS-Wordなどは相談）による提出に協力願います。

（３） 参考資料を添付する場合は、その所在等を本様式の当該記載欄（ 計画の進行状況等」欄等）に記載してください （例えば 「資料編」P3(5)参照など）「 。 、
なお、参考資料については、各種パンフレット、年報、統計データ等が用いられる場合が考えられますが、冊子等そのものではなく、関連箇所を抜粋、精選して「資

料編」として整理してください。

で囲った部分は、実績報告書を作成する際の作成方法等を記載しています。
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、本資料は各大学が実績報告書を記載する上での参考にしていただくためのものであり
実際の記載にあたっては、計画の各事項に応じて様々に工夫してください。

実績報告書の記載例について

（１）年度計画が単一の事項を定めている場合

進行
【年度計画記載（例 】 【実績報告記載（例 】） ）

状況

・ セクシャル・ハラスメントの防 ・ 周知・公表のために講じた措置
止、アルバイトを含む兼業の許可、 や方法等を記載
産学連携の相手との関係などにつ
いて、教職員・学生の遵守すべき
ガイドラインを学内外に周知・公
表する。

・ 平成１２年６月に作成された「国 ・ キャンパスマスタープランの策
立学校施設長期計画書」の見直し 定の状況を記載
を行い、キャンパスマスタープラ
ンを策定する。

（２）年度計画に定量的な記載が含まれる場合

進行
【年度計画記載（例 】 【実績報告記載（例 】） ）

状況

・ 競争的資金獲得のため、文部科 ・ 申請状況、採択率の状況を記載
学省科学研究費補助金の申請を各 ・ 採択率向上のために講じた措置
教員１件以上行い、採択率の向上 を記載
に努める。

・ 事務組織の再編・事務等の効率 ・ 管理的経費の抑制状況を記載
化により、管理的経費の抑制に努 ・ 管理的経費の抑制のために講じ
める。 た措置を記載

（３）年度計画の記載が定性的である場合

進行
【年度計画記載（例 】 【実績報告記載（例 】） ）

状況

◇「・・・を養成（育成）する 」。
接遇研修及び監督者研修を含む各 ・ 研修への参加状況を記載

種研修に積極的に参加させ、職員の ・ 研修指導者を養成するための具
資質の向上を図るとともに、研修指 体的な措置を記載
導者を早急に養成する。

◇「積極的に・・・する 」。
業務の外部委託等について調査を ・ 外部委託に関する調査の実施状

行い、積極的に推進する。 況を記載
・ 外部委託の実施状況、外部委託

を実施したことによる効果（例え
ば、コスト減）を記載

・ 迅速な意思決定を図るための措◇「迅速な･････に努める 」。
各担当理事及び学長特別補佐にお 置（体制や規程の見直しなど）を

いては、大学運営に関する企画・立 記載
案を行い、迅速な意思決定に努める。 ・ 迅速な意思決定を行った例(所要

期間)を記載

◇「･･･に努める 」。
本学の理念や目標の実現を目指し ・ 具体的な組織改善の例を記載

て、教育研究組織の改善・整備に努 ・ 組織改善・整備のための検討体
める。 制等について記載

（４）計画の達成水準が具体的に示されていない場合

進行
中期計画記載内容 年度計画記載内容 【実績報告記載（例 】【 】 【 】 ）

状況

受託研究・共同 受託研究・共同 ・ 外部資金獲得、獲得額の状況
研究等によって外 研究等によって外 ・ 計画を実施するために講じた具
部資金を獲得す 部資金の獲得を増 体的措置

、る。 やす。 ・ ６年後の達成水準から見た進度
履行状況

事務処理の電子 事務処理の電子 ・ 見直し事項とネットワーク化の
化を推進し、事務 化を推進し、事務 対応状況
処理方法の見直し 処理方法の見直し ・ 事務の簡素化・合理化の状況

、及び事務連絡方法 及び事務連絡方法 ・ ６年後の達成水準から見た進度
のネットワーク化 のネットワーク化 履行状況
の実施等により事 の実施等により事
務の簡素化・合理 務の簡素化・合理
化に努める 化に努める。。

（５）中期計画に「～を検討する」とある場合

進行
中期計画記載内容 年度計画記載内容 【実績報告記載（例 】【 】 【 】 ）

状況

事務職員等の業 事務職員等の業 ・ 当該年度における人事制度の検
績が処遇に適切に 績評価と専門性の 討状況

、反映される評価シ 向上を勘案した、 ・ ６年後の達成水準から見た進度
ステムを含む人事 人事制度の検討に 履行状況
制度を検討する。 着手する。

（参考１）


